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 ※ 以下では、公益信託に関する法律施行規則イメージ（三段表）を踏まえて、現時点で、特に

論点となると考えられる主要な点を説明している。具体的な条項案の形をとっているものも含

めて、いずれも暫定的な案であり、今後変更がされることも十分に見込まれることに留意いた

だきたい。 
 
第１ 公益信託における信託行為及び公益信託認可・変更認可等の申請について 
１ 基本的な考え方 
⑴ 概要 

新公益信託法（以下、特記しない限り、「法」と表記している。）における公益信託認可

手続は、法律上公益法人認定法における公益認定申請手続に沿った形で規定され、公益法

人認定法と共通の行政庁や第三者機関によって審査が行われることが想定されている。実

質的にも、ユーザーにとっての利便性や行政コストの低減等の観点も踏まえて、公益法人

制度と整合的な制度とすることが求められる。また、公益信託認可や変更の判断対象とし

ても、公益法人制度と同様に、公益申請認可の申請書記載事項を対象として判断される枠

組みである。 

他方で、公益法人の公益認定制度は、一般法人の存在を前提に公益認定を与える制度で

あることに対し、公益信託における公益信託認可の制度は、契約や遺言に関して、その効

力要件として私法上の効力にも影響を与える認可制度が採用されている。例えば、公益法

人においては、法令に詳細に定められたガバナンスの下、定款自治（（法人が自ら定めた

定款に沿って、自主的に運営をすること））が尊重されるという前提であるのに対し、公

益信託では、公益事務の性格や受託者に応じて柔軟にガバナンスを信託行為に定めた上で、

公益信託認可を受けた後は、受託者は、契約の拘束力（信託行為に従って事務を実施。信

託行為の変更には、私法上の効力も含めて、原則として公益信託認可を要する）の下で信

託事務を実施することが想定されるなどの差異も存する。 

以下では、公益信託における信託行為とその認可についての基本的な考え方を手続きの

流れに即して示したい。 

 

⑵ 公益信託の効力発生までの流れのイメージ（信託契約である場合）  

ア 公益信託における信託契約（法第４条第２項及び府令第Ａ条関係） 

信託契約は委託者と受託者との間で合意による信託契約（信託法第３条第１号）の方

法によって公益信託が設定される場合（法第４条第１項）に、合意のうち公益信託の運

営の根本に関わる事項は信託契約書で明確に定められるものとすることが考えられる。 

信託契約は要式契約ではなく、信託契約書以外にも実施規程等の複数の書類が作成さ

れることが想定されるが、税制優遇を受け、広く社会的サポートを受けて事務を行うも

のである以上、透明性・明確性が求められることに加え、行政側において、公益信託認

可等の現場において、当事者の合意を追求することが現実的に困難であること等の事情
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も踏まえて、法第４条第２項各号及び府令第Ａ条の事項については、信託契約書に必要

的に記載すべき事項を掲げるものを想定している。 

法第４条第２項で規定される、①公益事務を行うことのみを目的とする旨、②公益信

託の名称、③信託管理人の指定する定め、④帰属権利者を指定する定めは、信託契約書

にその記載がなければ、公益信託認可の申請が認められない。 

これと同様に、府令第Ａ条では、当該事項の記載がなければ申請が認可されない事項

を規定する。モデル契約では、必要的な記載事項のみではなく任意的な記載事項も含め

た内容を提示していくものである。 

 

イ 公益信託認可の申請（法第７条及び府令第Ｂ条関係） 

公益信託認可に係る申請書は、受託者となろうとする者が作成する書類である。法第

７条第２項各号は、公益信託認可の申請書における記載事項を規定している。これらの

事項は、行政庁が申請に係る公益信託を特定し、公益信託認可の対象を特定するために

記載するものであり、その記載がない公益信託認可申請書は却下される。 

法第７条第２項では、①公益信託の名称、②受託者・信託管理人の氏名・住所等、③

公益事務を行う都道府県の区域、④公益事務の種類及び内容のほか、⑤その他公益信託

に係る信託行為の内容に関する事項を記載するものとして定めている。ここで、⑤につ

いては、信託契約書に規定されている内容そのものと整理している。 

なお、公益認可基準適合性を判断するために必要な情報が遺言書や信託契約書に十分

に記載されていない場合などにおいて、受託者が（必要な場合には委託者の同意を得て）、

委託者と受託者の合意（遺言者の意思）の範囲内で、遺言書や信託契約の内容を申請書

に補足することが想定される。 

「公益信託に係る信託行為の内容に関する事項」についても、上記⑴のとおり、公益

信託の運営の根本に関わる事項は信託契約書に規定されていることを踏まえて、「別紙信

託契約書のとおり」とすることが基本的に想定される。 

また、公益信託が特定資産公益信託か否かは認可や監督にとって重要な事項であるか

ら、公益信託認可の申請書において、当該公益信託が特定資産公益信託であるか否かに

ついては明らかとなるような記載を求めることを検討する。 

 

ウ 公益信託認可 

公益信託認可は、上記⑵における公益信託認可の申請に対するものであり、その認可

の対象は、法第７条第２項各号に掲げる事項である。上記イのとおり、信託契約書に記

載された事項全てが認可の対象とされたものとみることとなる（その他信託契約書にお

いて定めた基本的合意事項の細目として規程等を定めた場合には、添付書類として提出

することとなる。）。 
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エ 公益信託の効力発生 

上記ウの公益信託認可を受けることで、⑴で委託者と受託者が合意した公益信託が効

力を発生する（法第第６条）。 

 

⑶ 公益信託の変更等の流れのイメージ（信託契約である場合） 

ア 公益信託における信託の変更等 

公益信託に係る信託の変更は、信託法第６章第１節の信託の変更であり、その変更に

ついては信託法第１４９条以下が法第３３条第３項で読み替えられて適用されることと

なる。いかなる関係当事者の合意が当該信託の変更に必要かは、信託法の規律に従うも

のである。 

 

イ 公益信託の変更認可の申請（法第１２条及び府令第Ｋ条関係） 

公益信託の変更認可に係る申請書は、受託者が作成する書類である。変更認可は、行

政庁がした当初の公益信託認可の変更であり、その対象は、申請書の記載事項（法第７

条第２項各号）であり、２⑵で掲げた、①公益信託の名称、②受託者・信託管理人の氏

名・住所等、③公益事務を行う都道府県の区域、④公益事務の種類及び内容、⑤その他

公益信託に係る信託行為の内容に関する事項である。 

変更認可の対象となる事項のうち、内閣府令で定める軽微な信託の変更は変更認可の

対象ではなく、届出事項となる（法第１２条ただし書き、第１４条第１項）。ここでの「軽

微」性は、行政上の認可を要するか否かといった意味の規範であり、公益信託の当事者

の主観的な重要性を評価するものではないことには留意していただきたい。 

現時点で、当該軽微性の基準において、後掲府令第Ｊ条に記載のとおり、①公益信託

の名称、②受託者・信託管理人の氏名・住所等、③公益事務を行う都道府県の区域、④

公益事務の種類及び内容のうち公益信託認可の基準に適合すること明らかであるものと

して内閣総理大臣が定めるものは届出事項とすることとしている。 

ここで、⑤「別紙信託契約書のとおり」と申請書に記載されている場合は、信託契約

書に記載された事項が認可の対象とされたものとみることとなるところ、いかなる範囲

の変更について認可を要するかについて整理を要する。 

現時点では、具体的にどのような公益信託・信託行為が出現するか定かではなく、公

益信託の信託契約書において必要的記載事項としたもの（法第４条第２項各号）のうち、

第 2 項の信託管理人の指定する定め、第４項の帰属権利者を指定する定め、府令第Ａ条

で掲げた「その他公益信託に係る信託行為の内容に関する事項」については、公益信託

の根本的な規律を定めるものであるから、変更認可を要するものと考えるのが相当であ

る。今後、運用状況が明らかになれば、必要に応じ、軽微な変更として届出事項とする

範囲を拡大することも想定している。他方で、信託契約書に記載された事項のうち、上

記に該当しないものは、届出事項として整理することとしている。 
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なお、信託契約書の別紙等として、信託契約書の一部として作成された書類は信託契

約書と同様に扱われるが、実施規程等の変更は受託者や信託管理人等の判断に変更委ね

られたものとして、類型的に届出事項として扱われることが想定されている。 

   

ウ 公益信託の変更等の認可 

公益信託の変更等の認可は、１．⑵における公益信託認可の申請に対するものである。

その認可の対象は、法第７条第２項各号に掲げる事項である。 

 

エ 公益信託の変更の効力発生 

上記イで整理した変更認可を要する事項については、上記⑶の公益信託の変更等の認

可を受けることで、⑴で委託者と受託者が合意した公益信託の変更について効力が発生

する（法第１２条第３項）。 

 

⑷ 公益信託の併合等の流れのイメージ（信託契約である場合） 

ア 公益信託における信託の併合等 

公益信託に係る信託の併合又は信託の分割は、信託法上の用語に準じており、その変

更については、それぞれ信託法が法第３３条第３項で読み替えられて適用されることと

なる。信託の併合等の手続については、いずれも同一受託者の場合にのみ認められるこ

とも含め、信託法の規律に従うものである。 

  

イ 公益信託の併合等の申請（法第２２条及び府令第О条関係） 

公益信託の併合等の認可に係る申請書は、受託者が作成する書類である。 

  

ウ 公益信託の併合等の認可及び効力発生 

公益信託の併合等の認可は、上記⑵における公益信託の併合等の申請に対するもので

ある。当該認可を受けなければ、公益信託の併合等は効力が発生しない（法第２２条第

４項）。 

 

⑸ 遺言による公益信託について 

公益信託は遺言の方式によっても設定することができる（法第４条第１項・信託法第３

条第２号）。公益信託の運営の根本に関わる事項は遺言書で明確に定められるべきものと

して、上記の１～３の整理は、基本的に遺言による公益信託の場合にも妥当するものであ

る。 

遺言は遺言者の死亡により効力が発生するところ、遺言執行者は、遺言者の死亡後に遺

言書の内容に応じて、受託者として指定されたものの受託意思を確認することとなる。 
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２ 公益信託における信託行為に定める事項 
（信託行為において定める事項） 

第Ａ条 法第四条第二項第四号の内閣府令で定める事項は、次に掲げる事項とする。  

一 委託者及び受託者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地） 

二 公益信託の目的 

三 公益事務を行う区域 

四 公益事務の内容 

五 信託財産の受入れ、運用、支出その他の信託財産に関する事項 

六 公益信託の存続期間を定める場合にあっては、当該期間に関する事項 

七 受託者の職務に関する事項 

八 受託者が二人以上ある場合にあっては、代表受託者（公益信託事務の処理を代表

する受託者をいう。）の氏名又は名称及び各受託者の職務に関する事項 

九 公益信託事務の一部を委託する場合にあっては、その委託先（委託先が確定して

いない場合は、委託先の選定に係る基準及び手続）及び委託する公益信託事務の内

容 

十 公益信託の適正な運営のための合議制の機関を置く場合にあっては、当該機関の

名称、構成員の人数、構成員の選任、その任期及び報酬を支払う場合にあっては、そ

の額又は算定方法並びに当該機関の職務及び権限に関する事項 

 十一 信託管理人の職務に関する事項 

 十二 信託法第三十一条第一項各号又は第三十二条第一項に掲げる行為を行う場合

（信託の目的に照らして合理的に必要と認められる場合に限る。）にあっては、その

旨及び当該取引の内容 

十三 公益信託事務の処理の方法に関する事項 

十四 公益信託報酬を支払う場合にあっては、当該公益信託報酬に関する事項 

十五 信託財産の計算期間（一年を超えないものに限る。）に関する事項 

１．本条の概要 

 本条は、法第４条第２項第１号から第３号までに規定する事項のほか、公益信託の信託

行為において定めるべき事項について、規定するものである。信託行為については、委託

者と受託者の合意事項を定めるものではある（遺言信託であれば、遺言者である委託者の

意思による。）が、公益事務の内容や公益信託の運営に関する基本的事項を定めるものであ

り、行政庁より国民向けに開示がされ、公益信託へ寄附を行う者や公益信託による助成等

を受ける者等にとってもその公益信託の基本となる事項を知る重要な書類となる。そのた

め、委託者が希望する公益信託の目的やその内容等を定めるだけでなく、受託者及び信託

管理人等公益信託の関係者の職務等をできるだけ明らかにし、定款に基づき法人の経営判

断により事業を行う公益法人等と比較すると、受託者による公益信託事務の処理に係る裁
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量を公益信託事務に適した形で明確化・限定することによって、公益法人と比べて限定的

なガバナンス機構を許容することを想定して、可能な限り具体的に規定することをモデル

信託行為等において示していくこととする。 

上記の方針も踏まえ、信託行為の規定事項（必要的記載事項）については、信託法又は

公益信託法に規律があり、信託行為に定めがなくともその規律が適用されるものについて

は基本的に除外しつつ（ただし、重要な規律については、任意的記載事項としてモデル信

託行為においては示していくこととする。）、信託法又は公益信託法の規律だけでは不足す

る事項やより具体的に規律すべき事項については、必要的記載事項として求めていくこと

とする。なお、検討にあたっては、信託業法第２６条に規定する受託者が委託者に交付す

る書面の内容も参考とする。 

 

２．各条項の説明 

⑴ 委託者及び受託者の氏名及び住所（第１号） 

本号では、信託行為の当事者を特定するため、委託者及び受託者の氏名及び住所（法人

の場合は、名称、代表者名、主たる事務所の所在地）を規定することを求める。 

 

⑵ 公益信託の目的（第２号） 

本号では、信託の本旨を明らかにするために、公益信託の目的を規定することを求める。

公益信託の目的の達成又は達成不能は、公益信託の終了事由であり、公益信託の目的の変

更は当該公益信託の目的に類似するものである場合に限り許される（法第１２条第２項）、

受託者及び信託管理人の義務（法第３３条第３項において読み替えて適用する信託法第３

０条及び第１２６条第２項）の範囲を確定するなど、公益信託の根幹であり、信託行為に

おいて明確に記載されている必要がある。 

法第２条第１項第１号において、公益信託とは、「この法律の定めるところによりする

受益者の定めのない信託であって、公益事務を行うことのみを目的とするもの」と定義さ

れており、また、同法第４条第２項において、公益信託の信託行為には、公益事務を行う

ことのみを目的とする旨を定めなければならないとされている。 

モデル信託行為においては、単に「公益事務を行うことのみを目的とする」と記載する

だけでなく、公益信託の運営にとってその指針となるよう、その目的を具体化して記載す

ることを求めていくこととする。 

 

⑶ 公益事務を行う都道府県の区域（第３号） 

公益信託における行政庁は、法第３条の規定により、公益事務を２以上の都道府県の区

域内において行う旨等を信託行為で定めるものは、内閣総理大臣、それ以外はその公益事

務を行う区域を管轄する都道府県知事としており、公益信託の認可・監督において行政庁

の特定は不可欠である。公益事務が行われる区域について解釈が分かれることを避けるた
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め、信託行為において、行政庁が特定し得る程度の区域の記載があることが求めることが

相当である。 

そこで、本号では、当該公益信託の行政庁を明らかにするため、公益事務を行う区域を

規定することを求める。 

 

⑷ 公益事務の内容（第４号） 

本号では、第２号に規定する公益信託の目的を達成するために、公益信託の受託者が行

う公益事務の具体的な内容（例えば、●●県内の高等学校に在籍する生徒に対する奨学金

の給付、就学のために自宅等からの通学が困難な●●県及び●●県内の大学生及び大学院

生に対する学生寮の提供等）を規定することを求める。 

行政庁は、信託行為の規定のほか、法第７条第２項第４号（公益事務の種類及び内容）

に係る申請書の記載、事業計画等の情報によって公益信託事務該当性を判断することが想

定されるところ、公益事務の内容について、信託行為にどこまで具体的な記載を求めるか

は、公益事務の種類に応じて、ガイドラインやモデル信託行為等で示すことを検討する。 

 

⑸ 信託財産の受入れ、運用、支出その他の信託財産に関する事項（第５号） 

本号では、委託者が信託設定時に信託する財産や信託設定後の財産の受け入れ等を明ら

かにするため、信託財産に関する事項を規定することを求める。信託財産の内容について

は、委託者・受託者間で合意又は遺言者の意思として、信託行為において明らかにすべき

重要な事項である。 

具体的には、 

・ 当初信託される信託財産の種類及び価格又は数量や信託財産の権利の移転に関する

事項、 

・ 信託設定後の委託者による財産の追加が想定される場合には、その旨 

・ 第三者からの寄附の受け入れの可否、第三者からの寄附の種類・方法・上限など、 

・ 信託財産のうち、原則処分することができない財産があれば、その旨 

・ 信託財産の運用方法 

・ 信託財産の支出方法（具体的な費用等） 

・ 等について規定することを想定している。 

 

⑹ 公益信託の存続期間を定める場合にあっては、当該期間に関する事項（第６号） 

公益信託の認可の基準（法第８条第４号）として、「その存続期間を通じて公益信託事

務が処理されることが見込まれること」が必要とされており、存続期間について信託行為

において明確であることが求められる。 

また、公益信託は、一般に永続性を前提とする公益法人とは異なり公益信託事務の内容

に応じて有期のものとして設定されることも想定されるところ、公益信託がいつまで存続



9 
 

するかは、当該公益信託に寄附をする者にとっても重要となる。 

公益信託の終了については、法第３３条第３項により読み替えて適用する信託法第１６

３条各号の規定が適用されることとなるところ、有期の場合は、公益信託の終了の年月日、

無期の場合は、公益信託の終了事由に該当した日と定めることが想定される。なお、存続

期間については有期の場合のみ必要的記載事項として求めており、信託行為に規定がなけ

れば、無期のものとして取り扱う。 

  

⑺ 受託者の職務に関する事項（第７号） 

公益信託の受託者は、善管注意義務や忠実義務（信託法第３章第２節）等の義務を負い、

これらの義務について、信託行為の定めによって制限することはできない。また、権限に

ついても信託法上の規律が及ぶこととなるが、信託法第２６条の「信託財産に属する財産

の管理又は処分及びその他の信託の目的の達成のために必要な行為をする権限を有する」

という規律だけでは、具体的にこの公益信託において受託者がどのような職務を行うかが

明らかではなく、受託者に広い裁量が与えられることにもなりかねない。 

公益信託の受託者については、信託行為において明確にされた職務内容や裁量の幅を前

提に、技術的能力及び経理的基礎を判断する必要があるため、職務については信託行為に

具体的に規定することを求めることとする。受託者が遂行する職務の詳細を明示すること

は、公益信託の適正な運営のために重要な事項であると考えられる。 

なお、受託者の辞任・解任、新受託者の選任については、受託者の義務同様に信託行為

に規定がなければ、信託法（第５７条～第６０条）及び公益信託法（第３３条第３項）の

規律が適用されることになり、必要的記載事項とはしないが、これらの事項は公益信託の

安定的な運営といった観点で重要な事項であるため、モデル信託行為においては任意的記

載事項として示すこととする。 

 

⑻ 受託者が二人以上ある場合にあっては、代表受託者（公益信託事務の処理を代表す

る受託者をいう。）の氏名又は名称並びに各受託者の職務に関する事項（第８号） 

公益信託の受託者が複数である場合、行政庁は各受託者が行う職務に応じて、それぞれ

経理的基礎や技術的能力を有するかを審査する必要がある。また、委託者や寄附者、信託

管理人等にとっても、各受託者の職務分担等は権限の行使や職務の執行等にあたって、重

要な事項となる。受託者が複数の場合の規律は、特段の定めがなければ、信託法第３章第

６節の規律が適用される。 

更に、受託者が複数の場合、行政庁や委託者、寄附者、信託管理人等にとって、意思表

示や通知等を行う場合に、全ての受託者に対して行うことは迂遠である。また、税法にお

いても「主宰受託者」という規定が置かれ、税の申告等は主宰受託者の義務とされている

（納付については、連帯責任とされている。）。 

そこで、本号では、代表受託者や各受託者の職務を明らかにするため、これらの事項を
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規定することを求める。 

 

⑼ 公益信託事務の一部を委託する場合にあっては、その委託先（委託先が確定してい

ない場合は、委託先の選定に係る基準及び手続）及び委託する公益信託事務の内容（第

９号） 

受託者は、信託法第２８条第１号の規定により、信託行為に定めをすることで公益信託

事務の一部を第三者に委託することができるほか、信託行為に定めがない場合には信託の

目的に照らして相当であると認められるとき（同第２号）に、信託行為に委託をしてはな

らない規定がある場合は、信託の目的に照らしてやむを得ない事由があるとき（同第３号）

に委託をすることができる。一般に、委託者は、受託者の能力を信頼して信託を行うもの

であり、公益信託に寄附を行う者にとっても受託者の能力を信頼して寄附を行うことが想

定されるところ、最終的な責任は受託者が負うことになるとはいえ、必要性が低い場合に

公益信託事務の委託が行われることは望ましくない。また、公益信託認可の審査において

も、一般には受託者が公益信託事務を処理することを想定した審査が行われることが想定

される。 

また、信託業法の適用を受ける会社は、同法第２２条の規定により、第三者に委託する

場合は必ず信託行為において委託すること及び委託先（委託先が確定していない場合は、

委託先の選定に係る基準及び手続）を明らかにすることが要件の一つとして、求められて

いる。そこで、本号では、信託業法第２２条の規律を参考に、公益信託事務の一部を第三

者に委託する場合に、委託先（委託先が確定していない場合は、委託先の選定に係る基準

及び手続）及び委託する公益信託事務の内容を規定することを求める。なお、信託法第２

８条の規定により、やむを得ないときに委託をすることが排除されるものではない。 

 

⑽ 公益信託の適正な運営に必要な合議制の機関を置く場合にあっては、当該合議制の

機関の名称、構成員の員数、構成員の選任方法並びに当該合議制の機関の職務及び権

限に関する事項（第１０号） 

公益信託においては、公益信託のガバナンスの確保や公益事務の公益性確保等の観点か

ら受託者の公益事務の適正実施や技術的能力等を補完するための機関として合議制の機

関を設置することも想定される。法律に基づき設置される機関ではないものの、行政庁が

受託者の技術的能力等を審査するにあたって、重要な事項であり、また、公益信託の適正

な運営を確保するため、受託者の判断のみで変更できないものとする意味でも、信託行為

において明らかになっていることが必要であると考えられる。 

そこで、本号では、上記の趣旨を踏まえ、当該合議制の機関を設置した場合において、

その名称、構成員の員数、構成員の選任方法、任期、当該合議制の機関の職務及び権限に

ついて信託行為に規定することを求めることとする。 

なお、租税特別措置法第４０条に規定する譲渡所得等非課税制度の適用を受ける場合に
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は、運営委員会の設置を義務付けられることになり、同法施行規則第１８条の１９第５項

各号において、信託行為に記載すべき事項（構成員の親族要件や報酬の支払等）が定めら

れているが、運営委員会等の役割は様々なものがあり得ることを踏まえ、これらについて

は、公益信託法の下位法令においては規定をせず、あくまで税法上の要件にとどめること

とする（なお、今後内閣府令の検討状況によっては、租税特別措置法施行規則も含めて、

整合的な規制とすることが使い易い制度の設計に繋がることから、令和８年度税制改正要

望をすることも考えられる。）。 

 

⑾ 信託管理人の職務に関する事項（第１１号） 

公益信託の信託管理人は、受託者の監督者として、公益信託において必置とされている。

私益信託については、受益者が（自らの利益のために）受託者を監督することでガバナン

スが確保されているのに対し、受益者が存在しない公益信託においては、信託管理人が、

信託目的のために私益信託における受益者の権限を行使することでガバナンスの確保を

図るものであり、公益信託の信託管理人は信託行為によりその権限を軽減することはでき

ず、公益信託の適正な運営のため、極めて重要な役割を担う。信託行為において特段の規

定がなくとも、信託管理人としての権限を有し、義務（信託法第１２６条）を負うが、具

体的な職務内容（監督を行う対象、内容、体制など）は信託法の規定から一義的に定まる

ものではない。信託管理人の能力については、信託行為に定められた具体的な職務内容を

踏まえて判断されることを踏まえ、受託者と同様に、信託管理人の役割の重要性に鑑み、

その職務の詳細については、信託行為において明らかにすることが必要であると考えられ

る。 

そこで、本号では、公益信託の信託管理人の職務について規定することを求めるものと

する。 

なお、信託管理人の辞任・解任、新信託管理人の選任については、信託管理人の義務同

様に信託行為に規定がなければ、信託法（第１２８条第２項、第１２９条）及び公益信託

法（第３３条第３項）の規律が適用されることになり、必要的記載事項とはしないが、こ

れらの事項は公益信託の安定的な運営といった観点で重要な事項であるため、モデル信託

行為においては任意的記載事項として示すこととする。 

 

⑿ 信託法第３１条第１項各号又は第３２条第１項に掲げる行為を行う場合（信託の目的

に照らして合理的に必要と認められる場合に限る。）にあっては、その旨及び当該取引の

内容(第１２号) 

信託法第３１条第１項各号は、受託者が信託財産のためにする行為に関し、利益相反行

為の制限について規定しているが、同条第２項各号において信託行為に定めがある場合等

については、当該行為を行うことができる。また、第３２条第１項は競合行為の制限につ

いて規定しているが、同条第２項は利害関係人との取引について、信託行為に定めがある
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場合等には、当該行為を行うことができる。 

利益相反行為や競合行為は信託法上原則禁じられているものの、例えば、受託者である

信託銀行が信託財産を銀行勘定で運用する、受託者である公益法人が保有する不動産の一

部を信託財産とする等、信託の目的の達成のために、これらの行為を行うことは考えられ

る。特に、事業型の信託を想定した場合には、信託の目的のために、受託者が物品や役務

を提供し、その費用を信託財産から支出することも想定される。費用の算定を実費以外の

方法で行う場合などは、利益相反となることが想定される。 ただし、これらの行為につ

いては、認可基準である「特別の利益の供与」等に該当するおそれもあるため、信託行為

において明らかにすることが必要である。 

そこで、本号では、利益相反行為や競合行為を行う場合には、その旨及び当該取引の内

容を規定することを求める。なお、これらの行為は、信託の目的の達成に必要な場合に限

定すべきであることから、括弧内にその旨規定している。 

 

⒀ 公益信託事務の処理の方法に関する事項（第１３号） 

本条第５号において、「公益事務の内容」の信託行為への規定を求めているが、公益事

務（公益信託事務）について、受託者が具体的にどのように処理するかについて、信託行

為に明確に規定することを求める。 

これらは、公益信託の適正な運営を確保するとともに、受託者の技術的能力や経理的基

礎その他公益認可基準適合性を適切に判断する観点から、具体的に定める必要があると考

えられる。信託行為においては基本的な規定を置いた上で、詳細は（信託行為に定める手

続により、）受託者が定める規程に置くことも想定される。逆に、信託行為に具体的に規

定されていない場合には、受託者の裁量が大きくなることが想定され、その場合には、受

託者に対して、公益事務等を考慮して、技術的能力や経理的基礎があるかをより高度に求

めることとなる。 

具体的には、公益信託事務の処理に関する事項として、信託財産に係る経理の方法、財

産運用の方法、事業計画や財産目録等といった定期提出書類の作成プロセス、関連諸規定

を定める場合の制定方法等受託者が処理する方法について、幅広く規定することを求める。

詳細については、モデル信託行為において示すこととする。 

 

⒁ 公益信託報酬を支払う場合にあっては、当該公益信託報酬に関する事項（第１４号） 

信託法第５４条第１項の規定により、信託行為において受託者が信託財産から信託報酬

を受ける旨の定めがある場合に限り、信託財産から信託報酬を受けることができ、また、

信託管理人においても信託法第１２７条第３項の規定により同様である。 

公益信託報酬については、法第８条第１１号の規定により支払基準を定め、第２０条及

び第２１条の規定により、備置き、閲覧及び行政庁への提出が求められる。加えて、公益

信託報酬については、信託財産から支弁を受けるものであり、受託者の裁量に委ねること
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は利益相反の問題も生じ得ることから、委託者と合意事項として信託行為に規定すべき事

項であると考えられることから、本号では、公益信託報酬に関する事項を規定することを

求める。具体的には、支払基準と類似のものを記載することが想定される。 

 

⒂ 信託財産の計算期間（一年を超えないものに限る。）に関する事項（第１５号） 

公益信託の財産目録等は寄附者等ステークホルダーへの開示の対象である、また、事業

計画書や収支予算書は計算期間の単位で策定され、公益信託の運営に当たっての基本的な

期間となる。信託管理人にとっても、計算書類等の承認にあたり、信託事務年度は重要な

事項である。 

そこで、本号では、信託事務年度を明らかにするため、信託財産の計算期間について規

定することを求める。なお、信託法上は信託財産の計算期間が１年を超えることも許容さ

れるが、公益信託においては、幅広いステークホルダーが計算書類を使用するものであり、

公益法人の事業年度が１年であることも踏まえ、括弧書において一年を超えないものに限

ると規定することとする。 
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３ 公益信託認可の申請に関する事項 
（公益信託認可の申請） 

第Ｂ条 法第七条第二項の規定により公益信託認可の申請をしようとする公益信託の受

託者になろうとする者は、様式第一号により作成した申請書を行政庁に提出しなけれ

ばならない。 

２ 法第七条第三項第四号の内閣府令で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

 一 第●条第一項から第三項までの規定の例により作成した当該公益信託の設定時に

おける信託財産に係る予定財産目録 

 二 事業計画書及び収支予算書に記載された予算の基礎となる事実を明らかにする書

類 

 三 次のイ又はロの区分に応じ、受託者の固有財産における資産及び収支の状況を確

認する書類【Ｐ】 

  イ 法人その他の団体である受託者 次に掲げる書類 

   （１）貸借対照表 

   （２）損益計算書 

   （３）（１）及び（２）に掲げるもののほか、これらに類する当該法人の資産及び

収入の状況を示す書類 

  ロ イに掲げる以外の者である受託者 次に掲げる書類 

（１）源泉徴収票（所得税法第二百二十六条第一項に規定する源泉徴収票をいう。）、

確定申告書又はこれらに類する当該受託者の資産及び収入の状況を示す書類 

（２）様式第二号により作成した財産に関する調書 

 四 前三号に掲げるもののほか、公益信託事務を行うのに必要な経理的基礎を有する

ことを明らかにする書類 

３ 法第七条第三項第六号の内閣府令で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

 一 受託者及び信託管理人の氏名、生年月日、住所及び略歴を記載した書類（法人に

あっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地を記載した書類並び

に定款、寄附行為又は規則及び登記事項証明書）並びに本人確認書類（行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成二十五年法律

第二十七号）第二条第七項に規定する個人番号カードその他の本人であることを確

認するに足りる書類として行政庁が適当と認めるものをいう。第四号において同

じ。） 

 二 信託管理人となるべき者が就任を承諾したことを証する書類 

 【三 当該公益信託の信託行為において、第 A 条第九号の規定により公益信託事務の

処理を第三者に委託する旨の定めがあり、委託先が確定している場合にあっては、

当該第三者の氏名、生年月日、住所及び略歴を記載した書類（法人にあっては、そ

の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地を記載した書類並びに定款、寄附
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行為又は規則及び登記事項証明書）】【Ｐ】 

 四 その公益信託の信託行為において、第Ａ条第十号の規定によりに規定する公益信

託の適正な運営のための合議制の機関を置く旨の定めがある場合にあっては、その

名称、構成員となるべき者の氏名、住所及び略歴を記載した書類並びに構成員とな

るべき者が就任を承諾したことを証する書類【Ｐ】 

 五 前項各号及び前四号に掲げるもののほか、法第八条各号に掲げる基準に適合する

ことを説明する書類 

 六 受託者が法第九条第一号イ及び第二号に該当しないことを説明した書類 

 七 信託管理人が法第九条第三号及び第四号に該当しないことを説明した書類 

 八 当該公益信託が法第九条第五号及び第六号に該当しないことを説明した書類 

 九 受託者の滞納処分に係る国税及び地方税の納税証明書（地方税については公益信

託認可の申請をしようとする受託者が納付すべき地方税に係るものに限る。） 

 十 第一項の提出について、委託者（信託法第三条第二号に掲げる方法によってする

場合にあっては、遺言執行者を含む。）が承諾したことを証する書類 

十一 前各号に掲げるもののほか、行政庁が必要と認める書類 

１．本条の概要 

 本条は、受託者になろうとする者が、法第７条第２項に規定する公益信託認可の申請を

行う場合において、公益信託認可の基準に適合していること及び欠格事由に該当しないこ

とを確認するための具体的な添付書類等について規定するものである。 

 なお、既存の公益信託も含め、受託者が複数の公益信託を受託することも想定されるこ

とから、受託者に関する書類等は、公益信託毎に提出をするのではなく、負担軽減のため、

受託者毎に提出できる仕組みとすることも検討する。 

 

２．各条項の説明 

⑴ 第１項について 

本項は、公益信託認可の申請をする公益信託の受託者になろうとする者は、様式第一号

により作成した申請書を行政庁に提出しなければならない旨を規定するものである。 

公益信託が特定資産公益信託か否かは規律が異なり、認可や監督にとって重要な事項で

あるから、公益信託認可の申請書において、当該公益信託が特定資産公益信託であるか否

かについては明らかとなるような記載を求めることを検討する。 

 

⑵ 第２項について 

本項は、受託者の経理的基礎を確認するための書類を規定するものである。 

ア 予定財産目録（第１号） 

公益信託の受託者が、安定的かつ継続的に公益信託事務を処理するため、公益事務の

内容、当該公益信託の事業計画等に応じ、適切に財産基盤が確保される予定であること
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が求められる。本号は、財産基盤について確認する書類として、公益信託設定時におけ

る予定財産目録について提出を求めるものである。なお、財産目録の区分については、

公益法人と同様に別途内閣府令において定めることを予定している。 

なお、公益法人においては、財産目録に加え、貸借対照表及びその付属明細書の提出

も求めているが、公益信託については、一般社団法人等が認定を受ける公益法人と異な

り、認可申請の段階では信託の設定はまだ行われていないことから、（予定）貸借対照表

の作成までは不要と整理している（公益信託認可後には提出することとなる。）。 

 

イ 予算の基礎となる事実を明らかにする書類（第２号） 

公益信託の受託となろうとする者が提出する事業計画書及び収支予算書について、そ

の裏付けとなる収入、支出の状況を確認するための書類が必要となる。公益法人におい

ては、前年度の活動計算書等がガイドラインにおいて例示されているが、一般法人が公

益認定を受ける公益法人とは異なり、公益信託は認可を受けなければその効力が発生し

ないため、前年度の活動計算書は公益信託認可の申請時点で存在しない。 

これらの特徴を踏まえ、具体例としては、寄附金収入の見込みがある場合には、その

算定根拠（大口拠出者の予定等）、対価収入がある場合にはその算定根拠等、奨学金等金

銭の給付事務を行う場合には年間の予定給付額等を示すことを想定している。 

 

ウ 受託者の固有財産における資産及び収支の状況を確認する書類（第３号）【Ｐ】 

公益信託の受託者の経理的基礎を確認する際には、第１号及び第２号に規定する信託

財産における財産基盤だけでなく、受託者自身（固有財産）が例えば債務超過に陥って

いないか等安定した財産基盤を有していることも確認する必要があると考えられる。受

託者については、破産手続開始の決定を受けた場合には任務終了事由に該当し（信託法

第５６条第３号）、公益信託継続のためには、新受託者を選任しなければならない。公益

信託の安定的な運営のためにもこのような事態はなるべく避けるべきであり、本号は受

託者の固有財産における資産及び収支の状況を確認する書類を添付書類として規定する

ものである。具体的には、受託者が法人である場合には貸借対照表、損益計算書その他

の必要な書類、個人の場合は源泉徴収票、確定申告書及びこれらに類する当該受託者の

資産及び収入の状況を示す書類及び財産に関する調書（資産・負債の状況を項目ごとに

申告するものであり、様式を定める）を想定している。 

 

エ 公益信託事務を行うのに必要な経理的基礎を有することを明らかにする書類（第４

号） 

本号では、その他公益信託事務を行うのに必要な経理的基礎を有することを明らか

にする書類として、公益法人における別添「経理的基礎」の説明の書類を参考としたも

のを求めることを想定している。具体的には、寄附金収入（大口拠出者の氏名又は名称）
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等、借入の予定がある場合はその額、受託者が信託財産を管理するのにあたってその能

力・体制があるか（過去の経験、分別管理の状況等）、情報開示の適正性（信託管理人）、

填補賠償等の保険加入の有無等の記載を求めることが考えられる。 

 

⑶ 第３項について 

本項は、公益信託認可の基準に適合していること（受託者の経理的基礎に関するものは

除く。）及び欠格事由に該当しないことを確認するための添付書類について規定するもの

である。 

 

ア 受託者及び信託管理人の氏名、生年月日、住所及び略歴を記載した書類並びに本人

確認書類（第１号） 

受託者及び信託管理人が認可基準（法第８条第２号及び第３号）に適合すること及び

欠格事由（法第９条第２号及び第４号）に該当しないことを確認するための参考書類に

ついて、本号は規定するものとする。 

提出を求める書類は、受託者又は信託管理人が個人の場合と法人の場合で異なり、個

人の場合は、氏名、生年月日、住所及び略歴を記載した書類並びに記載事項を確認する

ために本人確認書類とを求めることとする。本人確認書類は、他の法令等も参考とし、

「個人番号カードその他の本人であることを確認するに足りる書類として行政庁が適

当と認めるもの」と規定し、個人番号カードの他、運転免許証、パスポート、健康保険

証等が想定されるが、具体的なものについては、申請手続きの手引きやガイドライン等

で示すことが想定される。一方で、受託者又は信託管理人が法人の場合には、その名称、

代表者の氏名及び主たる事務所の所在地を記載した書類並びに定款、寄附行為又は規

則及び登記事項証明書を求めることとする。なお、委託者については、能力要件等の認

可基準はないため、履歴書等の提出は求めないこととする。 

また、公益法人認定法施行規則第５条第３項第１号及び第２号においては、公益認定

の申請時の書類として、登記事項証明書及び理事等の氏名、生年月日及び住所を記載し

た書類の提出を求めており、理事等について、略歴や本人確認書類の提出については求

めていない。公益法人認定法においては、理事等の能力要件は認定基準とはされておら

ず、理事等で構成される法人全体として経理的基礎や技術的能力を有する者かを判断

しているが、公益信託においては、受託者及び信託管理人それぞれの能力要件を法定化

しており、これらを確認するために略歴の提出を求めるものとする。また、公益法人に

おいては、一般法人設立時の登記において、理事等の本人確認書類は登記官による確認

が行われるが、公益信託においては、行政庁において、申請してきた受託者や信託管理

人が本人である確認をする必要があることから、提出を求めるものとする。 

 

イ 信託管理人の就任承諾書（第２号） 
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公益信託においては、受託者の監督者として信託管理人が重要な役割を果たす。公益

信託の認可後に信託管理人が就任することが確約されていない状況で認可をすること

は、公益信託の適正な運営にも支障をきたすこととなることから、本号では信託管理人

の就任承諾書を提出書類として規定する。 

なお、公益認定の申請においては、一般的には、既に理事等が就任している状況であ

り、また一般法人の設立登記の申請時においても、理事等の就任承諾書は添付書類とし

て求められるため、公益認定の申請時における添付書類とはされていないものと考え

られる。 

 

ウ 公益信託事務の一部を第三者に委託する場合における当該第三者の氏名、生年月日、

住所及び略歴（第３号）【Ｐ】 

受託者が公益信託事務の一部を第三者に委託する場合、その業務の内容及び当該第

三者に委託しても公益信託事務が適正に処理されるかどうか審査する必要があるもの

と考えられる。そこで、本号では、第２号に規定する受託者に関する添付書類と同様の

確認書類を当該第三者に関する添付書類として規定するものとするとともに、当該者

が適切に委託を受けた公益信託事務を実施することができる理由について説明を求め

るものとする。 

 

エ 公益信託の適正な運営のための合議制の機関を置く場合におけるその名称、構成員

となるべき者の氏名、住所及び略歴を記載した書類並びに構成員となるべき者が就任

を承諾したことを証する書類（第４号） 

受託者の諮問機関等である公益信託の適正な運営のための合議制の機関について、

公益事務該当性や受託者の能力要件を構成する一部であると考えられる。そこで、本号

においては当該合議制の機関の構成員について、受託者と同様の略歴等の書類及び就

任承諾書を求めることとしている。ただし、あくまで受託者の諮問機関であり、欠格事

由の該当性等の審査等は行わないため、本人確認書類までは不要とする【Ｐ】。 

受託者について、公益信託事務を行うために、共同受託者に準じる権限を有する運営

委員会が設置される場合には、受託者の資格審査に準じた審査が求められることとな

る。【Ｐ】 

 

オ 前項各号及び前４号に掲げるもののほか、法第８条各号に掲げる基準に適合するこ

とを説明した書類（第５号） 

本号では、第１号から第４号までのほか、公益信託認可の基準に適合することを説明

する書類（別表）について規定するものである。なお、法第８号各号の基準の適合状況

を確認する書類は以下の通りと整理することが考えられる。 
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号 内容 確認書類 

1号 公益事務を行うことのみを目的とするも

のであること。 

別紙（公益事務について）、信託行為（法 7条

3項 1号）、事業計画書及び収支予算書（同項

2号） 

2号 その受託者が公益信託事務を適正に処理

するのに必要な経理的基礎及び技術的能

力を有するものであること。 

別紙（公益事務について）、予定財産目録（法

7 条 3 項 4 号）、経理的基礎を説明する書類

（第 B 条第 2 項各号）、別添（経理的基礎に

ついて）、別添（公益信託事務の処理の体制

【P】）、事業計画書及び収支予算書、受託者、

第三者委託先、選考委員会の略歴等（第 B条

第 3項第 2号、第 4号、第 5号） 

3号 その信託管理人が受託者による公益信託

事務の適正な処理のため必要な監督をす

るのに必要な能力を有するものであるこ

と。 

別添（経理的基礎について）、別添（公益信託

の体制【P】）信託管理人の略歴等（第 B 条 3

項 2号）、就任承諾書（同項 3号） 

4号 公益信託に係る信託行為の内容を証する

書面、事業計画書及び収支予算書の内容

に照らし、その存続期間を通じて公益信

託事務が処理されることが見込まれるも

のであること。 

別添（存続可能性について説明するもの

【P】）、予定財産目録、事業計画書及び収支予

算書 

 

5号 受託者がその公益信託事務を処理するに

当たり、委託者、受託者、信託管理人そ

の他の政令で定める公益信託の関係者に

対し信託財産を用いて特別の利益を与え

るものでないこと。 

－（公益法人の認定実務においても求めては

おらず、事後的な監督等で確認する基準であ

ると考えられる。信託行為等においても一部

確認は可能か。） 

6号 受託者がその公益信託事務を処理するに

当たり、株式会社その他の営利事業を営

む者又は特定の個人若しくは団体の利益

を図る活動を行うものとして政令で定め

る者に対し、信託財産を用いて寄附その

他の特別の利益を与える行為を行わない

ものであること。 

－（公益法人の認定実務においても求めては

おらず、事後的な監督等で確認する基準であ

ると考えられる。信託行為等においても一部

確認は可能か。） 

7号 受託者がその公益信託事務を処理するに

当たり、投機的な取引、高利の融資その

他の事業であって、公益信託の社会的信

用を維持する上でふさわしくないものと

信託行為、予定財産目録 
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して政令で定めるもの又は公の秩序若し

くは善良の風俗を害するおそれのある事

業を行わないものであること。 

8号 その処理する公益信託事務について、第

十六条第一項の規定による収支の均衡が

図られるものであると見込まれるもので

あること。 

別表 A（中期的収支均衡） 

9号 その公益信託事務の処理に係る費用に対

する公益事務の実施に係る費用の割合と

して内閣府令で定めるところにより算定

される割合（中略）が公益事務の実施の

状況その他の事情を勘案して内閣府令で

定める割合（中略）以上となると見込ま

れるものであること。 

別表 B（公益事務割合） 

10 号 その公益信託事務を処理するに当たり、

第十七条第二項に規定する使途不特定財

産額が同条第一項の制限を超えないと見

込まれるものであること。 

別表 C（使途不特定財産） 

11 号 公益信託報酬（公益信託に係る信託報酬

（信託法第五十四条第一項に規定する信

託報酬をいう。）及び信託管理人の報酬

（同法第百二十七条第三項に規定する報

酬をいう。）をいう。第十九条において同

じ。）について、内閣府令で定めるところ

により、当該公益信託の経理の状況その

他の事情を考慮して、不当に高額なもの

とならないような支払基準を定めている

ものであること。 

公益信託報酬の支払基準を記載した書類（法

第 7条第 2項第 5号）、信託行為 

 

12 号 その信託財産に他の団体の意思決定に関

与することができる株式その他の内閣府

令で定める財産が属しないものであるこ

と。ただし、当該信託財産に当該財産が

属することによって他の団体の事業活動

を実質的に支配するおそれがない場合と

して政令で定める場合は、この限りでな

い。 

別添（株式等の保有状況）、信託行為 
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13 号 当該公益信託の目的とする公益事務（中

略）と類似の公益事務をその目的とする

他の公益信託の受託者若しくは対象公益

事務と類似の公益目的事業をその目的と

する公益法人若しくは次に掲げる法人又

は国若しくは地方公共団体を帰属権利者

とする旨を信託行為に定めているもので

あること。 

信託行為 

 

カ 受託者が法第９条第１号イ及び第２号に該当しないことを説明した書類（第６号） 

本号は、受託者が特定の法令違反等による刑罰を受けた者等欠格事由に該当しない

ことを確認及び誓約した書類を添付書類として提出することを規定することとする。

なお、欠格事由の該当性については、公益信託の受託者による表明保証のほか、法第９

条第２号二及び第６号の該当性については、法第１０条第３号の規定に基づき、警察庁

長官等に対して意見聴取をするものとする。 

 

キ 信託管理人が法第９条第３号及び第４号に該当しないことを説明した書類（第７ 

号） 

本号は、信託管理人が委託者・受託者の親族等特別利害関係者等に該当しないこと及

び特定の法令違反等による刑罰を受けた者であること等欠格事由に該当しないことを

確認及び誓約した書類を添付書類として提出することを規定することとする。 

 

ク 公益信託が法第９条第５号及び第６号に該当しないことを説明した書類（第８号） 

本号は、公益信託認可の申請に係る公益信託が信託行為又は事業計画書の内容が法

令又は行政機関の処分に違反しているもの及び暴力団員等がその公益信託事務を支配

しているものといった欠格事由に該当しないことを確認及び誓約した書類を添付書類

として提出することを規定することとする。 

   

ケ 受託者の滞納処分に係る国税及び地方税の納税証明書（第９号） 

本号は、国税及び地方税の滞納処分を受けていることは公益信託の受託者の欠格事

由に該当する（法第９条第１号ロ）ことから、その確認書類として納税証明書を規定す

るものである。 

 

コ 申請書の提出について、委託者等が承諾したことを証する書類（第１０号） 

公益信託認可の申請は受託者が行い、また、受託者は添付書類として信託行為の内容

を証する書面（信託契約書等）を提出するが、認可申請時には委託者と内容については
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合意しているものの、信託契約書の調印といった手続きは認可後であることも想定さ

れる。 

そのため、認可手続の申請の段階で、信託行為等も含めた申請書の内容が委託者の意

思に反しないものであることを確保するために確認書の提出を求めるものとする。な

お、あくまで委託者と受託者の私人間の合意事項に行政が詳細に確認すべきことでも

ないと考えられるため、確認書の提出にとどめる。 

   

サ 行政庁が必要と認める書類（第 11号） 

今般の改正により、従前の助成型の公益信託だけでなく、様々な類型の公益信託につ

いて、公益信託認可の申請が行われることが予想され、法令で規定する添付書類だけで

はその内容を把握することがあり得るものと考えられる。そのような場合にあっても、

行政庁が適法に情報を収集し、公益信託認可の事務を円滑に行うことができるよう、行

政庁が必要と認めた書類について提出を求めることができるようにする。 

なお、上記の状況においても、ガイドライン等である程度の例示は示しておく必要は

あると考えられる。 

 

○ 参照条文（公益法人認定法施行規則） 

（公益認定の申請） 

第五条 法第七条第一項の規定により公益認定の申請をしようとする一般社団法人又は一般財

団法人は、様式第一号により作成した申請書を行政庁に提出しなければならない。 

２ 法第七条第二項第四号の内閣府令で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

一 第三十一条第一項から第三項までの規定の例により作成した次号に規定する貸借対照表

の貸借対照表日における財産目録 

二 一般社団法人にあっては一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八年法律第

四十八号。以下「一般社団・財団法人法」という。）第二条第二号の貸借対照表及びその附属

明細書、一般財団法人にあっては同条第三号の貸借対照表及びその附属明細書 

三 事業計画書及び収支予算書に記載された予算の基礎となる事実を明らかにする書類 

四 前三号に掲げるもののほか、公益目的事業を行うのに必要な経理的基礎を有することを明

らかにする書類 

３ 法第七条第二項第六号の内閣府令で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

一 登記事項証明書 

二 理事等の氏名、生年月日及び住所を記載した書類 

三 前項各号に掲げるもののほか、法第五条各号に掲げる基準に適合することを説明した書類 

四 理事等が法第六条第一号イからニまでのいずれにも該当しないことを説明した書類 

五 法第六条第二号から第四号まで及び第六号のいずれにも該当しないことを説明した書類 

六 滞納処分に係る国税及び地方税の納税証明書（地方税については、公益認定の申請をしよ
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うとする一般社団法人又は一般財団法人が納付すべき地方税に係るものに限る。） 

七 前各号に掲げるもののほか、行政庁が必要と認める書類 
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４ 公益信託の変更の申請に関する事項 

（公益信託の変更の認可の申請） 

第Ｋ条 法第十二条第一項の規定の変更の認可を受けようとする受託者は、公益信託に

係る信託の変更（法第七条第二項各号に掲げる事項の変更を含む。以下同じ。）にあっ

ては様式第三号、新受託者又は新信託管理人の選任にあっては様式第三号の二により

作成した申請書を行政庁に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、法第七条第三項各号に掲げる書類のうち、信託の変更に係るも

の又は新受託者若しくは新信託管理人の選任に係るもの及び次に掲げる書類（公益信

託に係る信託の変更にあっては第二号を除く。）を添付しなければならない。 

 一 当該信託の変更又は当該選任（新信託管理人の選任にあっては、他の信託管理人

が現に存する場合に限る。）に係る信託管理人の同意があったことを証する書面【Ｐ】 

 二 新受託者又は新信託管理人となるべき者が就任を承諾したことを証する書類 

 三 前二号に掲げるもののほか、行政庁が必要と認める書類 

３ 法第十二条第一項の変更の認可を受けた公益信託の受託者は、遅滞なく変更後の信

託行為の内容を証する書面（当該変更の認可に伴い変更がある場合に限る。）を行政庁

に提出しなければならない。 

１．本条の概要 

 本条は、法第１２条第１項に規定する公益信託に係る信託の変更又は新受託者若しくは

新信託管理人の選任の認可を行う場合において、その手続き及び具体的な添付書類等につ

いて規定するものである。公益信託の変更についての基本的な考え方は、第１の２⑴を参

照されたい 

  

２．各条項の説明 

⑴ 第１項について 

本項は、公益信託の変更等の認可の申請をしようとする受託者は、変更等の区分に応じ

て、様式第三号又は様式第三号の二により作成した申請書を行政庁に提出しなければなら

ない旨を規定するものである。信託の変更の認可と受託者又は信託管理人の選任の認可に

は、申請書に別の事項が規定されることが想定されることから、様式については分けて規

定することとする。 

 

⑵ 第２項について 

ア 信託管理人の同意があったことを証する書面（第１号） 

本号では、信託の変更又は新受託者若しくは新信託管理人の選任において、信託内部

の変更プロセスとして、公益信託の受託者の監督者である、信託管理人の同意があるこ

とを証する書面を求めるものである。信託の変更等にあたっては、信託行為の規定によ

っては、委託者等の合意も必要である旨規定されていることも考えられ、その場合は信
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託行為の規定に基づき委託者も変更の合意主体とはなるが、あくまで行政庁において

は、信託管理人の合意があったことのみを確認することとする。（公益法人の変更認定

における理事会の決議に代わるものとして規定している。）なお、新信託管理人の選任

にあたっては、他の信託管理人が存在しない限り信託管理人の合意を得ることはでき

ないことから、その場合は除いている。 

 

イ 新受託者又は新信託管理人の就任承諾書（第２号） 

新受託者又は新信託管理人の選任の認可後にこれらの者が就任することが確約され

ていない状況で認可をすることは、公益信託の適正な運営にも支障をきたすこととな

ることから、本号では就任承諾書を提出書類として規定する。 

  

ウ その他行政庁が認める書類（第３号） 

今般の改正により、従前の助成型の公益信託だけでなく、様々な類型の公益信託につ

いて、公益信託認可の変更等の申請が行われることが予想され、法令で規定する添付書

類だけではその内容を把握することがあり得るものと考えられる。そのような場合に

あっても、行政庁が適法に情報を収集し、公益信託認可の事務を円滑に行うことができ

るよう、行政庁が必要と認めた書類について提出を求めることができるようにする。 

 

⑶ 第３項について 

本項は、公益信託の変更認可又は新受託者若しくは新信託管理人の選任の認可を受けた

受託者は、変更後の信託行為を遅滞なく行政庁に提出する旨規定するものである。行政庁

は、常に最新の信託行為を公表する必要があり、変更認可申請の時点では、信託行為の内

容を証する書面の変更案が添付されることが想定されることから、変更後の信託行為の内

容を証する書面の提出を受ける必要があると考えられる。 

なお、申請書記載事項かつ信託行為の規定事項ではない事項の変更の場合、信託行為の

変更は生じないことから、その場合は除いている。 
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（軽微な変更について） 

第Ｊ条 法第十二条第一項ただし書の内閣府令で定める軽微な変更は、次に掲げる変更

とする。 

一 公益信託の名称の変更 

二 受託者及び信託管理人の氏名又は住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名

又は主たる事務所の所在地）の変更（受託者である法人が合併又は分割した場合に

係る変更を除く。） 

三 行政庁が内閣総理大臣である公益信託の公益事務を行う都道府県の区域の変更

（信託行為で定めるものに限る。）であって、当該変更後の公益事務を行う区域が二

以上の都道府県の区域内であるもの 

四 行政庁が都道府県知事である公益信託の公益事務を行う市町村の区域の変更（信

託行為で定めるものに限る。）であって、当該変更後の公益事務を行う区域が同一の

都道府県の区域内であるもの  

五 その他法第七条第二項各号に掲げる事項の変更であって、当該変更後も引き続き

公益信託認可の基準に適合することが明らかであるものとして、内閣総理大臣が定

めるもの【Ｐ】  

六 前五号のほか信託行為において定めた事項の変更（法第四条第二項各号に掲げる

ものを除く。） 
１．本条の概要 

法第１２条第 1 項の規定により、第７条第２項に掲げる事項の内容が、公益信託認可の

基準を充足しなくなる事態を防止するため、公益信託に係る信託の変更及び新受託者（新

信託管理人）の選任を含めて第７条第２項各号に掲げた認可事項に係る事項の変更にはあ

らかじめ、行政庁による変更の認可を受けることを要することとしている。基本的な考え

方については第１の１の２．を参照していただきたい。 

公益法人においては、その経営判断により、社会変化に機動的・柔軟に対応して子事業

内容等を変更していくことが想定されるが、公益信託については、設定時点では委託者の

意思や担い手である受託者の能力に応じた多種多様な公益信託の組成が想定されるが、公

益信託が運営される中で受託者の判断で柔軟に変更がされることは、基本的には、想定す

るものではない。当初の公益信託の設定時に定められた信託行為や公益信託認可事項に従

って受託者が確実に公益事務を行うことが、委託者の意思を実現するとともに、行政庁の

監督の確実性にもつながるものである。 

他方で、公益信託が一定期間継続することが想定される中で、社会事情や公益信託の関

係者の変化が生じることがあり、全ての変更について変更認可が必要となると、機動的な

公益信託の運営に支障を及ぼすこととなることから、届出事項として行政の事後監督に委

ねる部分を規定するものである。ここでいう軽微性、行政における変更認可を行う必要性

の観点から判断される基準であり、公益信託の関係者の主観的事情等における重要性を示



27 
 

すものではないことには留意していただきたい。 

 

⑴ 公益信託の名称の変更（第１号） 

公益信託の名称については、法第４条第２項第１号の規定により、「公益信託」という

文字を用いるものに限定され、信託行為や認可申請時の申請書への記載事項とされている。

公益信託の名称が変更されることはあまり頻繁に起こるものではないと考えられるとこ

ろ、例えば 委託者の地位の承継や公益事務の内容の変更により、名称の変更が行われる

ことはあり得る。名称は、その公益信託の委託者や公益事務の内容を端的に表すものとし

て重要な役割を果たすものであるが、公益信託の当事者の自主性が重んじられるものであ

り、公序良俗等に反しない限り、行政庁が指導するものではないと考えられる。 

 

⑵ 受託者及び信託管理人の氏名又は住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名

又は主たる事務所の所在地）の変更（第２号） 

受託者及び信託管理人の氏名又は住所（法人その名称、代表者の氏名又は主たる事務所

の所在地）は申請書記載事項であるが、これらの変更については、形式的な事項であり、

公益信託の公益性等の判断に影響を及ぼすものではないことから、軽微な変更とする。た

だし、受託者が法人であり、合併又は分割により名称等が変更になる場合においては、合

併又は分割後の法人が引き続き認可基準に該当するかを行政庁において審査する必要が

あることから形式的な変更事項とは言えず、軽微な変更から除くこととしている。 

 

⑶ 行政庁が内閣総理大臣の場合における公益事務の区域の変更（第３号） 

行政庁が内閣総理大臣の場合における公益事務の区域の変更であって、変更後も二以上

の都道府県の区域内で公益事務を行う場合には、行政庁の変更が伴わないため、軽微な変

更として届出事項とする。公益法人においても、同様の整理である。 

 

⑷ 行政庁が都道府県知事の場合における公益事務の区域の変更（第４号） 

行政庁が都道府県知事の場合における公益事務を行う市長村の区域の変更であって、変

更後も同一の都道府県である場合には、行政庁の変更が伴わないため、軽微な変更として

届出事項とする。公益法人においても、同様の整理である。 

 

⑸ その他法第７条第２項各号に掲げる事項の変更であって、当該変更後も引き続き公

益信託認可の基準に適合することが明らかであるものとして、内閣総理大臣が定める

もの（第５号） 

公益信託の申請書記載事項の変更については、公益性の判断等において重要な事項であ

るため、原則変更には認可が必要であると考えられるが、全ての変更について認可が必要

となると、機動的な公益信託の運営に支障を及ぼすこととなることから一部例外を設ける
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こととする。 

そこで、本号では、これらの事項の変更のうち、当該変更後も引き続き公益信託認可の

基準に適合することが明らかであるものとして、内閣総理大臣が定めるものは軽微な変更

とする旨規定することとする。具体的には、公益法人認定法と同様に、告示においてガイ

ドラインで定める各公益事務の区分ごとの事務の特性、内容等に照らして、変更後の事務

が引き続き公益事務に該当することが明らかである場合等を規定することが想定される。 

 

⑹ その他信託行為において定めた事項の変更（法第４条第２項各号に掲げるものを除

く。） 

法第７条第２項各号に定めた申請書記載事項には、第１の１において説明の通り、信託

契約書等が含まれると整理されており、法第４条第２項に掲げる必要的記載事項のほか、

委託者と受託者の間で任意に規定した事項も含め、記載事項の変更をする場合には、変更

認可が必要となる。しかしながら、全ての変更について認可が必要とするのは迂遠である

ことから、ここでは、法第４条第２項各号に掲げるものを除く信託行為において定めた事

項（任意的記載事項）の変更については、軽微な変更とし、行政庁への届出とする。 
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５ 公益信託の併合等の申請に関する事項 
（公益信託の併合等の申請に関する事項） 

第Ｏ条 法第二十二条第一項の公益信託の併合等の認可を受けようとする受託者は、公

益信託の併合にあっては様式第七号により、吸収信託分割にあっては様式第七号の二

及び様式第七号の三により、新規信託分割にあっては様式第七号の四及び様式第七号

の五により作成した申請書を行政庁に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、信託の併合にあっては併合後の、吸収信託分割にあっては法第

二十二条第三項に規定する分割信託及び承継信託の、新規信託分割にあっては同項に

規定する新たな公益信託及び当該新たな公益信託に信託財産の一部を移転する公益信

託の法第七条第三項各号に掲げる書類及び次に掲げる書類を添付しなければならな

い。 

 一 法第二十二条第一項に規定する公益信託の併合等に係る信託管理人の同意があっ

たことを証する書面 

 二 前号に掲げるもののほか、行政庁が必要と認める書類 

３ 法第二十二条第一項の公益信託の併合等の認可を受けた公益信託の受託者は、遅滞

なく併合又は分割後の信託行為の内容を証する書面を行政庁に提出しなければならな

い。 

１．本条の概要 

本条は、法第２２条第１項に規定する公益信託の併合等の認可の申請を行う場合におい

て、その手続き及び具体的な添付書類等について規定するものである。 

 

２．各条項の説明 

⑴ 第１項について 

本項は、公益信託の併合等の認可の申請をしようとする受託者は、併合等の区分に応じ

て、様式第七号から様式第七号の五により作成した申請書を行政庁に提出しなければなら

ない旨を規定するものである。公益信託の併合については併合後の公益信託を、吸収信託

分割においては、分割信託及び承継信託、新規信託分割にあっては新たな公益信託及び当

該新たな公益信託に信託財産の一部を移転する公益信託、それぞれが引き続き公益信託認

可の基準に適合するか審査する必要があり、様式についてはそれぞれ分けて規定すること

とする。 

 

⑵ 第２項について 

ア 信託管理人の同意があったことを証する書面（第１号） 

本号では、公益信託の併合等を行う場合に、信託内部の変更プロセスとして、公益信

託の受託者の監督者である、信託管理人の同意があることを証する書面を求めるもの

である。なお、併合の場合は、併合前の各公益信託の公益信託の信託管理人、分割の場
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合は分割前の公益信託の信託管理人の同意となる。 

   

イ その他行政庁が認める書類（第２号） 

今般の改正により、従前の助成型の公益信託だけでなく、様々な類型の公益信託につ

いて、公益信託の併合等の申請が行われることが予想され、法令で規定する添付書類だ

けではその内容を把握することがあり得るものと考えられる。そのような場合にあっ

ても、行政庁が適法に情報を収集し、公益信託認可の事務を円滑に行うことができるよ

う、行政庁が必要と認めた書類について提出を求めることができるようにする（基本的

には、公益法人の認定実務と同様に、ガイドライン等に定めがない書類については、求

めないこととする。）。 

  

⑶ 第３項について 

本項は、公益信託の併合等の認可を受けた受託者は、変更後の信託行為を遅滞なく行政

庁に提出する旨規定するものである。行政庁は、常に最新の信託行為を公表する必要があ

り、申請の時点では、信託行為の内容を証する書面の変更案が添付されることが想定され

ることから、変更後の信託行為の内容を証する書面の提出を受ける必要があると考えられ

る。 
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第２ 公益信託認可における基準について 
１ 特定資産公益信託の要件について 

（特定資産公益信託） 

第Ｃ条 法第八条に規定する内閣府令で定める信託財産の要件は、次に掲げるものとす

る。 

一 寄附によって受け入れた資産が金銭であること 

二 信託財産は、金銭、預金、国債、地方債、特別の法律により法人の発行する債券、

合同運用信託の信託その他安定した収益の確保を目的として適正に財産とされたも

のに限られていること。 

【三 信託行為において、この公益信託の信託財産は、毎信託事務年度末において、

当該信託財産の総額見込額の上限を超えない旨が定められていること【Ｐ】】 

２ 法第八条に規定する内閣府令で定める信託財産の支出の方法は、次に掲げるものと

する。 

 【信託財産の支出が、助成金その他の公益事務のため、金銭の支給その他これに準ず

る方法により実施されることが信託行為に定められていること。】【Ｐ】 

１．本条の概要 

本条は、財務規律の適用のない特定資産公益信託の要件について規定するものである。 

特定資産公益信託は、信託行為において、①信託財産が寄附により受け入れた金銭又は

預貯金、国債その他これらに準ずる資産（いずれも内閣府令で定める要件に該当するもの

に限る。）に限られる旨、②当該信託財産（その信託財産に帰せられる収益を含む。）につ

いて内閣府令で定める方法によってのみ支出する旨について定める公益信託であり、中期

的収支均衡（第１６条第１項）、公益事務割合（同条第２項）、使途不特定財産額の保有制

限（第１７条）の財務規律の適用がないものとして扱われる。 

 

２．「金銭又は預貯金、国債その他これらに準ずる資産」の要件について 

「安定した収益の確保を目的として適正に行う」について、告示事項等とすることも検

討する。具体的な内容としては、旧法の特定公益信託で認められていたもの、安定性にお

いて、それに準じるものを含めることとしている。例えば、安定的な資産形成の手段であ

るつみたてＮＩＳＡの対象となる投資信託なども含むことができるかは引き続き検討する。 

特定資産公益信託について、当初、予定しなかった規模の寄附を受けたりや収益が発生

することで、当初の信託行為の内容では十分に公益に財産が活用されないおそれがある。

そのような場合に、財産が適切な形で支出されるように公益信託の変更がされることを確

保するために「当該公益信託の公益事務に照らした信託財産の資産総額の見込みが明らか

とされていること」が信託行為で明らかであることを求めることとする。具体的には、公

益信託の設定時に予定され拠出される信託財産総額のほか、設定後に第三者から寄附され

る場合についてその財産額を合わせた総額の見込みを明らかとする。当該総額見込みが公
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益事務の規模と見合っているか等は、公益信託の認可時に審査されることになり、仮に、

公益信託の運営時に当初の見込みを越える信託財産総額となる場合には、行政庁は、信託

財産に見合った形での公益信託の変更や特定資産公益信託ではない一般の公益信託への変

更を求めることとする。 

 

３．信託財産の支出の方法 

特定資産公益信託では、財務規律が適用されず、監督上も明確な形で公益信託事務が行

われることが想定されることから、信託財産の支出の方法として、助成金等のために支出

される場合に限られることを明らかにしている。 

 

○ 参照条文等 

〇 公益信託に関する法律（令和６年法律第３０号） 

（公益信託認可の基準） 

第八条 行政庁は、公益信託認可の申請に係る公益信託が次に掲げる基準（その信託行為において信

託財産が寄附により受け入れた金銭又は預貯金、国債その他これらに準ずる資産（いずれも内閣府

令で定める要件に該当するものに限る。）に限られる旨及び当該信託財産（その信託財産に帰せられ

る収益を含む。）について内閣府令で定める方法によってのみ支出する旨を定める公益信託（第十六

条第一項において「特定資産公益信託」という。）にあっては、第八号から第十号までに掲げる基準

を除く。第三十条第二項第一号において同じ。）に適合すると認めるときは、公益信託認可をするも

のとする。 

 

○ 旧所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号） 

第二百十七条の二（特定公益信託の要件） 

 当該公益信託の信託財産の運用は、次に掲げる方法に限られるものであること。 

イ 預金又は貯金 

ロ 国債、地方債、特別の法律により法人の発行する債券又は貸付信託の受益権の取得 

ハ イ又はロに準ずるものとして財務省令で定める方法 

 

○ 所得税法施行規則（昭和４０年大蔵省令第１１号） 

 （特定公益信託の信託財産の運用の方法等） 

第四十条の十 令第二百十七条の二第一項第四号ハ（特定公益信託の要件等）に規定する財務省令で

定める方法は、合同運用信託の信託（貸付信託の受益権の取得を除く。）とする。 

 

○相続税法施行令（昭和二十五年政令第七十一号）（特定障害者扶養信託契約の要件） 

第四条の十二法第二十一条の四第二項に規定する政令で定める要件は、次に掲げる要件とする。 

一～三 略 

四 当該特定障害者扶養信託契約に基づき信託された財産の運用は、安定した収益の確保を目的とし

て適正に行うこととされているものであること。 
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２ 受託者の経理的基礎及び技術的能力に係る基準について 
（受託者の経理的基礎及び技術的能力） 

第Ｄ条 法第八条第二号に定める基準であって公益信託事務を適正に処理するために

必要な経理的基礎に係るものは、次のとおりとする。 

一 安定的かつ継続的に当該公益信託事務を処理するために必要な信託財産及び固

有財産における財政基盤が確保されていること。 

二 当該公益信託の信託財産の分別管理及び経理が適正に行われる仕組みを確保し

ていること。 

三 財務書類等の作成及び保存並びに閲覧等に関する事務の執行方法が定められ、当

該公益信託の信託財産の状況に係る情報の適正な開示を確保していること。 

２ 法第八条第二号に定める基準であって公益信託事務を適正に処理するのに必要な

技術的能力に係るものは、次のとおりとする。 

一 当該公益信託事務等の内容に照らして、当該公益信託の適正な運営を確保する仕

組みを備えていると認められること。 

二 当該公益信託事務を処理するために十分な知識及び経験を有する者の関与を確

保していること。 

三 当該公益信託の存続期間にわたり、安定的かつ継続的に受託者としての任務を行

う仕組みを確保していること。 

１．本条の概要 

公益事務について、コンプライアンスを確保しつつ適正に実施することができなければ、

また、信託財産について適正な財産管理等ができなければ、予期した公益目的を実現する

ことができない。「公益信託事務を適正に処理するのに必要な経理的基礎及び技術的能力」

は、公益法人の場合と同様、公益信託の適正を確保する上で重要な基準である。 

しかし、公益信託においては、公益信託事務とは関係のない受託者の財政基盤等につい

ても考慮が必要となることに加え、組織のガバナンスや財務諸表の作成等についても法令

の規律は最小限であり、具体的なガバナンスや財務諸表の作成手続等の多くが信託行為等

に委ねられている。多様な者が受託者となり得ることもあることを踏まえると、公益法人

の場合と比べて、経理的基礎及び技術的能力の判断に当たって考慮に入れるべき要素は多

い。こうした中、判断についての透明性を高め、行政庁間で公益信託認可の基準の不均衡

が起こらないようにするためには、一定の具体的な指針を示すことが重要である。現時点

の案は、実施府令として、両基準の具体的な要素を列挙した上で、当該要素に即した形で、

ガイドラインで具体的な適用方針を示すことを検討している。 

実際の公益信託認可の審査は、公益事務の内容、受託者及び信託管理人の能力、共同受

託者や事務委託者の存在、公益信託の存続期間等を総合的に考慮した形で行われることが

見込まれるところ、ガイドラインにおいては、規定を踏まえつつ、公益事務の内容など個

別の公益信託認可申請の事情を審査の要素として取り込むことができる審査基準を策定す
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ることが想定される。 

 

２．各規定の考え方 

⑴ 受託者の能力について 

ア 経理的基礎 

受託者の経理的基礎を審査する要素としては、公益法人認定法における経理的基礎と

して考慮される、①財政基盤の明確化、②経理処理・財産管理の適正性、③情報開示の

適正性という観点から規定している）。 

① 財政基盤の明確化について 

公益法人では、法人が、安定的かつ継続的に公益目的事業を行うため、公益目的事 業

の性格や内容、法人の事業計画等に応じ、適切に財政基盤が確保されていることが求め

られる。 

公益信託では、「安定的かつ継続的に当該公益信託事務を処理するために必要な」財政

基盤は、公益信託の信託財産の状況と受託者固有の財政状況の両者から審査がされるこ

とが考えられる。また、公益信託事務の期間及び他の法令等の規律との関係等も考慮さ

れることとなる。 

当初信託財産については、信託契約等で委託者が受託者に移転することが合意内容に

なっていることから、委託者が信託財産を拠出しないことは信託契約の不履行となる。 

また、（信託財産だけでなく、）受託者が破産手続開始の決定を受けたこと（同法第５

６条第３号）は受託者の任務終了事由となるところ、受託者（固有財産）の経済基盤に

ついても考慮の対象となる。受託者の破産自体は、公益信託の終了事由とはならないこ

とから、受託者（固有財産）の財政基盤は問題とならないという考え方もあり得るが、

破産手続に入った場合に受託者の任務は終了し、新受託者を選任する必要が生じること

から、公益信託事務の適正な実施に支障を及ぼし得ること、一般に、固有財産に関して

破産状況にあるような法人・個人が適正に他人の財産を管理するための公益信託事務を

実施できるとは考え難いことなども踏まえ、受託者の固有財産についても公益事務の内

容に応じた財政基盤を必要とするものとする。 

そのような信託法の規律を踏まえて、具体的にどのような場合に経理的基礎がないも

のと判断されるかは、ガイドラインで明らかにしていくこととなる。 

 

② 経理処理・財産管理の適正性について 

公益法人では、法人が財務規律を遵守しつつ、公益目的事業のための資金その他の財

産を確実に公益目的事業のために使用することが求められる。また、適正な経理処理・

財産管理は、適正な情報開示の前提とされる。財産の管理・運用について、法人の役員

が適切に関与すること、開示情報や行政庁への提出書類の基礎として十分な会計帳簿を

備え付けること、不適正な経理を行わないことが求められる。 
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注）公益法人の場合、理事会（＝役員の関与）が策定した経理規程等を確認している。

公益信託においては、公益法人との違いを踏まえつつ、公益信託事務の内容や信託財産

の種類・規模等に応じて、適切な財産管理運用の体制・制度が確保されているかが審査

されることとなる。特に、受託者の固有事業と信託事務が共通又は類似で一体的に行わ

れることで事業の効果を上げていくとするような場合については、どのように経理を

行うかが重要となる。なお、重要な財産の処分等については、信託行為等の規定に基づ

き、信託管理人の同意が求められることも想定される。 

    

（公益法人との違い） 

公益法人の場合は、財産の管理等に関して代表理事、理事会、監事、評議員会等の権

限・責任及び当該権限・責任の実効性を確保するための諸手続が法令で詳細に規定され

ているのに対し、公益信託の場合は法令の規定は限定的であり、その多くは当事者の合

意等（信託業法に基づく業務方法書を含む。）に委ねられている。（受託者や信託管理人

が法人の場合、具体的に、誰が、どのような手続で決定するかは明確ではない。） 

 

受託者は、信託財産に属する財産と固有財産及び他の信託の信託財産に属する財産と

を、信託法が定める方法により、分別して管理しなければならないとされ（信託法第３

４条）、財産の分別管理は制度の前提となっている（この点は、特に個人が受託者とある

場合に、一般的に民事信託において活用されていると言われている信託口口座について、

公益信託においても、同様の口座を開設することの実現可能性について検討をしていく

こととなる。）。 

 

③ 情報開示の適正性について 

公益法人では、計算書類その他財務関係の資料が適正に作成され、開示されているこ

とは、社員・評議員などの公益法人関係者、公益法人に対する寄附者その他のステーク

ホルダー（行政庁を含む。）が、寄附等により公益法人に提供された資源の活用状況や、

財務規律の遵守状況等を確認し、各種意思決定を行う上での大前提とされる。 

公益信託においても、公益信託の信託財産の状態に関する資料の作成や開示は、公益

信託関係者、寄附者等のステークホルダーとの関係で重要であり、公益法人と異なるも

のではない。 

これまでの公益信託の殆どは、信託財産は金銭等、事業内容は助成等、資産の運用は

安定資産に限られていたことから、複雑な会計処理は不要であったが、主に事業型の公

益信託の場合においては、引当金、減価償却、資産評価などの会計的な取扱いが必要に

なることが想定され、例えば、美術館や学生寮の運営等を公益信託事務とした場合には、

公益信託事務の規模等に応じて、信託管理人に弁護士や会計士等の資格者を選任するこ

とが考えられる。 
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公益信託の受託者における財務書類等の作成及び保存並びに閲覧等に関する事務の内

容は、公益信託法に定められているところ、受託者の属性や具体的な公益信託事務に応

じて、信託契約等において執行方法が決まられていることが求められる。 

 

イ 技術的能力 

公益法人について、公益目的事業を行うのに必要な技術的能力について、「コンプライ

アンスを確保しつつ事業を適正に実施するための技術、専門的人材や設備、体制などの

能力の確保」とされている。公益法人においては、コンプライアンスの確保等に係る体

制については、基本的には、認定法及び法人法において確保されているが、多種多様な

者が受託者となり得る公益信託においては、公益信託事務や受託者の属性等に照らして、

多様な公益信託認可の申請が行われることを想定した整理が必要となる。 

① 適正な運営の仕組みについて 

「当該公益信託事務等の内容」に応じて、その事務を処理する能力を有する受託者も

異なってくる（例えば、奨学金・助成事業であれば、募集の要件等が信託行為に示され

ていれば、判断が必要な場面は「選考」時などに限定されるところ、選考委員会の設置

等により、選考の公正性・専門性等を確保できれば、相当に多様な範囲の受託者が想定

される。他方で、学生寮の運営事業や美術館の運営事業等になれば、日々の業務を適正

に運営する体制整備が求められる。）ことを考慮して、ガイドラインでは、一定の類型化

を踏まえた指針を示すことが想定される。 

府令では、「当該公益信託の適正な運営を確保する仕組みを備えている」としており、

法人形態として受託者固有のガバナンスが確保されている場合の他、共同受託者による

相互監督、再委託を含めた事務処理体制の構築、信託管理人による監督の強化等も含め

て、当該公益信託の公益信託事務の適切な処理という観点から審査される。 

また、内部統制及びガバナンスが確保されていると考えられる法人（公益法人、学校

法人、信託会社など）以外の者が（単独）受託者となる場合については、コンプライア

ンス（特別の利益を与えてはならないなど認可基準の確保を含む）確保の観点からの検

討も必要となる。 

例えば、自然人の受託者である場合には、自然人にとって継続的に実施可能な公益事

務であるかを勘案した上で、信託管理人による監督の権限を強化して、公益信託の運営

全体の適正化を図ることのほか、重要な意思決定には、公益法人のいわゆる三分の一基

準に相当する規律を満たす合議制機関による同意を必要とすること等が考えられる。 

 

② 専門家の関与について 

公益事務を適正に行うためには、専門性が確保される必要があるが、これは受託者が

有している場合だけではなく、他の専門家の関与によって専門性が確保されることも想

定される。この点は、公益事務該当性のチェックポイントにおける審査の公平性の確保
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等と重なることとなる。公益信託の受託者は、信託財産の管理・運用のみではなく、公

益事務を行う（例えば研究開発費の助成であれば、助成先の選考等）ことも任務である

ところ、公益事務について専門性を有する者が、信託銀行等の信託財産の管理運用の専

門家の関与を得たり、逆に、受託者は信託財産の管理・運用を行う中で、選考委員会等

を設け、専門家の諮問により助成先を選定するという形がとられることもあるものと考

えられる。 

 

③ 任務の存続可能性について 

公益信託については、契約等により、有期の信託の存続期間を定めることも可能であ

る。その中で、信託契約等で想定される期間について、当該受託者が任務を遂行できる

仕組みがあることが確保されることが求められる。 

この点、個人受託者については、永続性はなく、病気やケガ等の事情により任務を遂

行できないことも想定される。安定的ことも想定される。公益信託の存続期間にもよる

が、適正な受託者を確実に選定できる手続等が定められていない場合には、「当該公益信

託の存続期間にわたり、安定的かつ継続的に受託者としての任務を行う体制を確保して

いる」とは判断されないこととなる。 
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３ 信託管理人の監督能力に係る基準について 
（信託管理人の監督能力） 

第Ｄ＋１条 法第八条第三号に定める基準であって受託者による公益信託事務の適正な

処理のため必要な監督をするのに必要な能力に係るものは、次のとおりとする。 

一 当該公益信託事務の内容及び受託者の能力等に照らして、当該公益信託の適正な

運営を監督するのに必要な知識及び経験その他の能力を有すること。 
二 当該公益信託の存続期間にわたり、安定的かつ継続的に適正な監督を行う仕組み

を確保していること。 

１．本条の概要 

信託管理人は、信託目的のために、誠実かつ公平に権限を行使する義務を有しており、

公益信託のガバナンスを確保する上で重要な役割を果たす機関である。他方、信託管理人

に期待される具体的な役割は、公益事務の内容や受託者の能力等により大きく変わってく

る。 

例えば、 

・ 受託者においてガバナンスが十分に確保されていると考えられる場合は、信託管理

人は、信託行為の見直しなど重要な意思決定に同意するほか、特段の問題がある場

合を除き、事業計画及び収支予算書の確認、計算書類や信託事務の処理状況につい

て（年に１度）確認することで問題ないことも想定される。 

・ 受託者のガバナンス等が十分ではない場合には、信託管理人が恒常的にモニタリン

グを行い、あるいは、受託者の意思決定（軽微なものを除く）に参画することも想定

される。 

・ また、公益事務において、日々の意思決定が重要な事業（検査検定など）と選考等の

意思決定が適正に実施されれば日常の意思決定はルーティーンワークとなるような

事業（例：母子家庭への家屋の提供事業など）では信託管理人の役割も異なり得る。 

信託管理人の能力については、公益信託が、全体としてガバナンスを確保し、公益事務

を適切に実施することが確保されているかという観点から審査を行うこととする。 

 

２．各条項の説明 

⑴ 適正な監督の仕組みについて （第１号） 

「当該公益信託事務の内容」と「受託者の能力」を例示した上で、信託管理人が、適正

な運営を監督するのに必要な「知識及び経験があること」を求めるものとしている。ここ

でいう「知識」や「経験」は必ずしも当該公益信託事務と同様のものである必要はなく、

財産管理の経験や当該公益信託の公益事務と類似の公益目的事業を行う公益法人等での

経験等も含めて検討される。この点は、信託管理人のなり手が不足している現状も踏まえ

つつ、適正な水準の確保が課題となる。なお、信託管理人も単独である必要はなく、共同

の信託管理人を選任すること、信託管理を業務とする法人を信託管理人とすること等も考
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えられる。会計処理が複雑な事業が行われることが予定される場合には、公認会計士等が

信託管理人となることが求められることも想定される。 

当該公益信託の公益信託事務に照らして、信託管理人に期待される役割を果たすために

必要な職務及び権限（例えば、信託事務の状況確認の頻度や同意を要する信託事務の範囲

等）が、信託行為において明らかにされている必要があることも想定される（第Ａ条参照）。 

  

⑵ 監督事務継続可能性（第２号） 

当該要件は、受託者の任務の存続可能性（③）の要請に対応したものであり、当該公益

信託の適性を確保するため信託事務の存続期間において、安定的に監督できる仕組み（例

えば、新しい信託管理人の選任方法等）の構築を要請している。委託者が存在しない公益

信託では、信託管理人の選任の認可において審査が行われるとはいえ、受託者が新たな信

託管理人の推薦をする状況にもなり得ることから、公益信託の存続期間にわたって、信託

管理人が推薦される体制を検討しておく必要がある。例えば、単位弁護士会に推薦を求め

ることを定めていくことなども考えられる。 

 

  



40 
 

４ 公益信託報酬の支払基準に定める事項に係る基準について 
（公益信託報酬の支払基準） 

第Ｇ条 法第八条第十一号に規定する公益信託報酬の支払基準においては、公益信託報

酬の額又は算定方法並びに支払の方法及び形態【並びに公益信託報酬に含まれること

になる費用に関する事項】を定めるものとする。 

１．本条の概要 

 本条は、法第８条第１１号に規定する公益信託報酬の支払基準において、具体的に定め

る事項について規定するものである。 

公益信託報酬の支払基準においては、その額又は計算方法並びに支払の時期及び方法を

定めることとし、これらは信託行為においても規定されることが想定される。 

 公益信託における信託報酬は、当事者が契約で合意する事項（定めがない場合は信託の

引受が業にあたり商法第５１２条の規定の適用がある場合のほかは報酬支払を請求できな

い。）であるが、公益信託において、その透明性を確保するために、どこまで支払基準や内

容を定めることを求めるか、対外的に開示することが要請されるかが問題となる。 

 受託者の信託報酬には多様な者が含まれうるところ、第Ｌ＋７条の公益事務割合の考え

方のとおり、受託者が、公益事務を実施するために役務を提供した場合はその人件費、資

産（例：減価償却資産、事務所など）を使用し（させ）た場合の費用及び信託報酬につい

ては、その旨を（契約上で）説明させた上で、事業費として計上することとする（信託報

酬としての費用が公益事務実施費用として計上されることは想定されない。）。 

なお、信託行為で定めることまでを必須とするかは更に検討を要する。 

 このような考え方で、実質が事業費である費用を信託報酬には含めないというルールと

した上で、公益事務割合を充足した信託報酬や費用についてのどの程度の事項を信託行為

で定めることを求めるか、また、開示を求めるかについて、引き続き検討する。 

 

２．条項の説明 

 一般的に信託銀行等が受託者となる私益信託の信託報酬については、これまで、①毎信

託事務年度末の信託財産残高又は各月末における信託財産の平均残高に一定の報酬率をか

けて算出する方法、②信託行為に予め定められた定額を収受する方法等があり、旧制度の

公益信託においては、多くの公益信託において、①の方法で信託報酬を計算していたとこ

ろである。  

新しい公益信託においても、同様の方法で信託報酬が算定されることが想定されるほか、

公益事務が多様化し、受託者の範囲が拡大することにより、例えば、公益法人の実務等も

参考とし、③寄附実施額（助成実施額）に一定の料率をかけて算出する方法等も想定され

る。信託財産に一定の率を掛けて信託報酬を算定する方式は、（寄附等により）信託財産を

増やす（公益事務のために財産を使わない）インセンティブや、信託財産が一定以上減少

した場合には速やかに費消しようとする（公益事務を無理に増やす）インセンティブを持
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つ恐れがあるとの指摘もあり得るところ、信託行為や公益事務の内容に応じて、信託報酬

の決め方を分けて考えることも検討される。 

 公益法人の役員報酬は、役員の所得となる役員報酬と業務遂行に必要な費用は、（これま

での税務上の取扱いなどから）社会通念に照らして区別できるのに対し、公益信託報酬に

ついてはどこまでが公益事務に要する「費用」として支出されるか、どの範囲が公益信託

報酬として支出されるかは、明確に区別し難いことが想定される。特に、事業型の公益信

託において、役務（人件費）を提供する場合や、固有財産として保有する資産を使用させ

る場合などに、公益信託報酬の範囲が大きく問題となり得る。また、費用の範囲を厳格に

区分することが受託者に過度な負担を強いることになる場合や、費用の内訳は営業上の秘

密に該当する場合があるなども考慮することが適切である。 

以上を踏まえ、「公益信託報酬」の範囲に一定の幅があることを前提に、公益信託報酬は、

管理費として計上されることを制度上明確にし、公益事務を実施するための費用として計

上をする場合には、その内容等を示すこと求めるものとする。なお、公益事務割合の基準

を満たし、かつ、不当に高額ではない公益信託報酬の範囲にとどまる場合には、具体的な

金額（内訳）の説明までは不要であり、例えば、「公益事務の遂行のために通常要する人件

費、消耗品その他の費用については、公益信託報酬から支出する」という程度で可とする。 

支払基準の開示については、受託者と信託管理人に関する報酬それぞれの支払基準を開

示することが求められる。なお、公益法人と同様に、受託者又は信託管理人の報酬を予定

していない場合には、信託行為においては、任意の規定となるがし、支払基準としてはそ

の旨を開示することが想定される。 

支払の方法とは、支払の時期（例えば、「〇月末に１年分を」、「毎月末」）や支払の手段

（例えば「信託財産から支弁する（受託者の口座に振り込む）」）を指す。支払の形態は、

現金・現物の別等を指すものである。 

 

〇 参照条文（信託法） 

（受託者の信託報酬） 

第五十四条 受託者は、信託の引受けについて商法（明治三十二年法律第四十八号）第五百十二

条の規定の適用がある場合のほか、信託行為に受託者が信託財産から信託報酬（信託事務の処

理の対価として受託者の受ける財産上の利益をいう。以下同じ。）を受ける旨の定めがある場

合に限り、信託財産から信託報酬を受けることができる。 

２ 前項の場合には、信託報酬の額は、信託行為に信託報酬の額又は算定方法に関する定めがあ

るときはその定めるところにより、その定めがないときは相当の額とする。 

３ 前項の定めがないときは、受託者は、信託財産から信託報酬を受けるには、受益者に対し、

信託報酬の額及びその算定の根拠を通知しなければならない。 

４ 第四十八条第四項及び第五項、第四十九条（第六項及び第七項を除く。）、第五十一条並びに

第五十二条並びに民法第六百四十八条第二項及び第三項並びに第六百四十八条の二の規定は、
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受託者の信託報酬について準用する。 

 

○ 参照条文（公益法人認定法施行規則） 

（報酬等の支給の基準に定める事項） 

第三条 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成十八年法律第四十九号。以

下「法」という。）第五条第十三号に規定する理事、監事及び評議員（以下「理事等」という。）

に対する報酬等の支給の基準においては、理事等の勤務形態に応じた報酬等の区分及びその額

の算定方法並びに支給の方法及び形態に関する事項を定めるものとする。 

 

○ 参照条文（投資信託及び投資法人に関する法律） 

（投資信託契約の締結） 

第四条 金融商品取引業者は、投資信託契約を締結しようとするときは、あらかじめ、当該投資

信託契約に係る委託者指図型投資信託約款（以下この章において「投資信託約款」という。）の

内容を内閣総理大臣に届け出なければならない。 

２投資信託約款においては、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一～十 （略） 

十一 受託者及び委託者の受ける信託報酬その他の手数料の計算方法並びにその支払の方法

及び時期に関する事項 

十二～十八 （略） 

３ 前項第十号の計算期間は、内閣府令で定める場合を除き、一年を超えることができない。 

４ 第二項各号に掲げる事項の細目は、内閣府令で定める。 
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第３ 公益信託における財務規律について 
１ 基本的な考え方 

新公益信託法においては、公益法人認定法の財務規律の規定（中期的収支均衡、公益目

的事業比率、使途不特定財産額の保有制限）と整合的な形で、中期的収支均衡（第１６条

第１項）、公益事務割合（同条第２項）、使途不特定財産額の保有制限（第１７条）の財務

規律が設けられている。 
公益信託は、公益事務を行うことのみを目的とする信託（第２条第１項第１号）であり、

公益法人制度とは異なり、①管理事務に係る費用を想定している（公益信託事務の実施に

係る費用の中に公益事務の実施に係る費用以外の費用（第８条第９号・第１６条第２項）

が含まれる）ものの、公益事務以外の事務（公益法人の収益事業等に相当）に係る費用が

発生することを想定していないこと、②法律上、区分経理が求められていないこと、③信

託財産は、（管理事務を除き）すべて公益事務に使用し・処分されることを想定しており、

公益認可取消の場合は、その財産のすべてが類似の公益信託等に帰属することとされてい

ること（このため、公益目的事業財産に相当する規定（公益法人認定法第１８条）は存在

しない。）、公益信託の信託財産の範囲については信託法第１６条以下の規律が適用される

等の差異がある。 
これに伴い、財務規律について、管理事務を含む概念である「公益信託事務」について

①中期的収支均衡が求められ、②公益充実資金の対象となり、③使途不特定財産額の上限

が定められるとともに、使途不特定財産が定義されている。これは、公益法人の場合に「公

益目的事業」について求められていることと異なっている。法律上、公益事務のみを目的

とする公益信託（収益事業等を行わないこととしている公益法人であっても、公益目的事

業以外の業務を実施することができないわけではない。）は、信託の管理に必要な事務も

広い意味で公益目的であるところ、公益事務割合のように、公益事務と管理事務を区別す

る理由がある場合を除いて、信託の管理のための費用を含んだ概念を用いて財務規律を適

用することについて、法律で整理されたものといえる。 
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● 公益信託と公益法人における各財務規律の主な差異 

 公益信託 公益法人 

中期的 

収支均衡 

収支均衡における費用額は一般純資産

に係る経常費用の額（信託の管理のため

の費用も含まれる。）となる。 

収支均衡における費用額は一般純資産

に係る公益目的事業に係る経常費用の額

となる。 

 公益充

実資金 

その積立てを費用額に算入できる公益

充実資金は、公益信託事務に係る将来の

特定の事務の処理（信託の管理のための

事務も含まれる。）又は将来の特定の公益

目的保有財産に係る資産の取得若しくは

改良に係る費用等の支出に充てるために

必要な資金 

その積立てを費用額に算入できる公益

充実資金は、公益目的事業に係る将来の

特定の活動の実施又は将来の特定の公益

目的保有財産の取得若しくは改良に係る

費用等の支出に充てるために必要な資金 

公益事務

割合／ 

公益目的

事業比率 

・事業費／（事業費＋管理費）で算定し、

その比率が 80％以上となることを求

める。 

 

・公益充実資金の積立て（資産の取得の

ためのものを除く。）は事業費に加算す

る。この場合、当該積立てに信託の管

理に係る費用が含まれていても事業費

に加算されることとなる。 

・公益目的事業費／（公益目的事業費＋

収益事業等の費用＋法人運営のための

費用）で算定し、その比率が 50％以上

となることを求める。 

・公益充実資金の積立て（資産の取得の

ためのものを除く。）は公益目的事業費

に加算する。 

使途不特

定財産 

保有上限額は事業費＋管理費を基礎と

して算定する。 

保有上限額は公益目的事業費を基礎と

して算定する。 

 控除

対象

財産 

・公益目的保有財産 

継続して公益信託事務の実施に供する

信託財産（信託の管理のために供され

る信託財産も含まれる。） 

 

・公益充実資金 

 

 

・指定寄附資金 

・公益目的保有財産 

継続して公益目的事業の用に供する公

益目的事業財産 

 

・法人活動保有財産 

・公益充実資金 

・資産取得資金 

・特定費用準備資金 

・指定寄附資金 

予備

財産 

公益信託事務継続予備財産 

信託財産のうち、災害その他の予見し

難い事由が発生した場合においても公益

信託事務を継続的に行うために必要な財

公益目的事業継続予備財産 

公益目的事業財産のうち、災害その他

の予見し難い事由が発生した場合におい

ても公益目的事業を継続的に行うために
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第Ｌ－１条 この節及び次節の用語の解釈及び規定の適用に関しては、一般に公正妥当と認めら

れる公益信託の会計の慣行をしん酌しなければならない。 

１．本条の概要 

法第１６条及び第１７条に定める公益信託の財務規律について定める規定の適用に関し

ては、一般に公正妥当と認められる公益信託の会計の慣行をしん酌しなければならないこ

とを定めている。 

なお、公益信託については、公益法人会計基準のように会計処理についての基準を定め

るまでには至らないことから、会計の慣行をしん酌しなければならないとしている。 

 

○参照条文（公益法人認定法規則） 

第十四条 この節、次節及び第四章の用語の解釈及び規定の適用に関しては、一般に公正妥当と

認められる公益法人の会計の基準その他の公益法人の会計の慣行をしん酌しなければならな

い。 

 

  

産（信託の管理のための財産も含まれ

る。） 

必要な財産 
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２ 中期的収支均衡に関する規律について 

（中期的収支均衡に関する規律） 

第Ｌ条 法第十六条第一項に規定する内閣府令で定める期間（以下「中期均衡期間」と

いう。）は五年間とし、同項の規定により公益信託の受託者が公益信託事務を処理する

に当たって当該期間に図られるようにしなければならない収支の均衡（以下「中期的

収支均衡」という。）については、この款に定めるところによる。 

１．本条の概要 

公益法人制度における中期的収支均衡の規定にならい、公益信託事務の処理に当たって

５年間で収支の均衡を図ること及びその具体的な算定方法をこの款で定めることを規定し

ている。なお、特定資産公益信託については、法第８条及び第１６条第１項の規定により、

財務規律の適用を受けない。 

 

２．内容 

⑴ 公益信託における「中期的収支均衡」の考え方 

公益信託の信託財産について、それが死蔵されることなく、公益目的に活用されること

を担保する観点から、公益信託事務のフローに着目して公益法人認定法第５条第６号及び

第１４条に整合的な規律を設けている。公益法人と異なり公益信託では、収益事業等を行

うことはできないため、収益事業等からの収益の５０％繰入れ等は存在せず、収支均衡の

対象についても、公益事務の収支ではなく公益信託事務の収支とされている。中期的収支

均衡の基本的な考え方について公益法人と異なるものと考える必要はないことからする

と、次のとおり考えることできる。 

①  中期的均衡期間（５年）における公益充実資金による調整、過去の赤字繰入れ等に

ついては、基本的に公益法人制度と同一の考え方によることが相当である。 

②  委託者や寄附者等資金提供者による使途の指定に従って使用される資源について

は、受託者の意思によって自由に処分することはできないものであり、中期的収支均

衡の算定から外すとの考え方（公益法人では、純資産を使途の制約がある指定純資産

と一般純資産とに区別し、指定純資産に係る収益及び費用は、中期的収支均衡の算定

には含めない）によることが相当である。 

③  すなわち、委託者や寄附者から使途を特定して信託財産や寄附を受け入れた場合に、

これを中期的に支出しなければならないとすることは適切ではなく、信託財産の運用

益（投資収益や株式の配当金等）や公益事務の対価収入などの一般純資産の収入につ

いて、中期的収支均衡の対象とするものである。使途不特定財産に係る規律（使途を

定めて受け入れた財産であっても、継続的に公益事務の実施に供されて（第М＋３条

第３項第１号）おらず、定められた使途に充てるために保有している（第Ｍ＋３条第

３項第３号）といえない財産は、使途不特定財産に該当し、保有に上限がある。）と併

せて、公益信託の信託財産が死蔵されることなく、公益目的に活用されることが担保
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されることになる。 

④  また、信託財産である不動産・株式等の売却益や売却損など臨時的な収益・費用に

より中期的収支均衡を判断することは適当ではないとの考え方（公益法人では、法律

上、「経常的経費の額」と規定（認定法第１５条第３号）されており、経常外収益・費

用は中期的収支均衡の計算からは除外している）により、受託者が作成する損益計算

書の経常収益及び経常費用により算定することが相当である。 

 

⑵ 公益信託の収支均衡の算定方法の概要 

収支均衡の算定については、収益事業等に係る収益という概念がない（したがって、「特

例算定方法（認定規則第１９条）」の仕組みがない）、収支均衡の対象や公益充実資金の対

象が公益信託事務であるなどの違いを除き、公益法人における収支均衡と同様の算定方法

としている。 

すなわち、 

① 単年度の収益・費用を比較して、「年度剰余額」又は「年度欠損額」を算定する（第

Ｌ＋１条第１項及び第２項）。収益・費用の計算に当たり、公益充実資金の積立は費

用に含まれる（第Ｌ＋６条） 

②  続いて、過年度の剰余額又は欠損額があればこれを通算して「暫定残存剰余額」

又は「残存欠損額」を算定（第Ｌ＋１条第３項及び第４項）する。 

③  暫定残存剰余額がある場合（過年度の剰余額が残存する場合を含む）は、公益目

的保有財産の取得等により、剰余額の解消を行う（第Ｌ＋２条） 

④  ②及び③により、最終的な残存剰余額・残存欠損額を算定する（第Ｌ＋３条）。こ

れらは、翌年度においては、過年度の剰余額又は欠損額（②）として取り扱われる。 

⑤  ④の算定により、中期均衡期間（５年）以上前の剰余額が０である場合は、中期

的収支均衡が図られていることとなる（第Ｌ＋４条） 

⑥ 併せて、公益信託の併合・分割の場合の取扱いについても規定を置く予定（第Ｌ＋

５条） 

 

⑶ 内閣府令で定める期間を５年間とする理由について 

一定の期間（中期均衡期間）については、公益法人認定法規則第１５条の規定が、公益

法人におけるコロナ禍での収入の落ち込みとその回復の経験から、収支の変動を平準化す

るために必要な期間を確保する観点や、企業の中期経営計画や独立行政法人における中期

目標の期間等も踏まえて、５年間とするものとしていることも考慮し、同様に５年間とし

ている。 
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（年度剰余額等の算定） 

第Ｌ＋１条 公益信託の受託者は、毎信託事務年度の終了後、次項の規定により当該終

了した信託事務年度（以下この款において「当該信託事務年度」という。）に生じた年

度剰余額又は年度欠損額を、第三項又は第四項の規定により当該信託事務年度に係る

暫定残存剰余額又は残存欠損額を、それぞれ算定するものする。 

２ 当該信託事務年度に生じた年度剰余額は、第一号に掲げる額（以下この項において

「収入額」という。）が第二号に掲げる額（以下この項において「費用額」という。）

以上である場合において、収入額から費用額を控除した額とし、当該信託事務年度に

生じた年度欠損額は、収入額が費用額を下回る場合において、費用額から収入額を控

除した額とする。ただし、収入額が費用額を下回る場合において、年度欠損額を零と

することができる。 

一 次に掲げる額の合計額 

イ 当該信託事務年度の損益計算書に計上すべき経常収益（一般純資産に係るもの

に限る。）の額 

ロ 当該信託事務年度の公益充実資金（第Ｌ＋６条第一項に規定する公益充実資金

をいう。以下この条において同じ。）の取崩額（取崩額の全部又は一部を第М＋３

条第三項第一号に掲げる財産（以下この条、次条、第Ｌ＋６条及び第Ｌ＋１４条に

おいて「公益目的保有財産」という。）に係る資産の取得又は改良に充てた場合に

あっては、当該公益目的保有財産に係る資産の取得又は改良に充てた額を控除し

た額） 

二 次に掲げる額の合計額 

イ 当該信託事務年度の損益計算書に計上すべき経常費用（一般純資産に係るもの

に限る。）の額（公益充実資金の取崩しにより又は次条第一号に掲げる使途として

取得又は改良した公益目的保有財産に係る減価償却費の額が含まれる場合には、

当該減価償却費の額のうち、当該公益目的保有財産の取得又は改良に係る価額の

うち当該取崩しの額又は当該使途に充てることにより解消額とした額に相当する

部分の額を除く。） 

ロ 当該信託事務年度の公益充実資金の積立額 

１．本条の概要 

本条は、公益信託の中期的収支均衡の判定を行う上で必要となる、当該信託事務年度に

生じた公益信託事務の収支に係る剰余額・欠損額の算定方法等を規定するものである。 

公益法人における中期的収支均衡が、公益目的事業における収支の均衡を比較するのに

対し、公益信託においては管理運営費用額を含め公益信託事務全体の収入及び費用を比較

することなる。ただし、公益法人においても、収益事業等を行わない公益法人については、

管理費のために必要な限度で公益目的事業の収益を管理費に充てることができる（認定規

則第３８条第１号）とされており、実質的な違いはない。 
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２．各条項の説明 

⑴ 第１項について 

毎信託事務年度の終了後、公益信託の受託者が算定すべき事項（年度剰余額又は年度欠

損額、暫定残存剰余額（残存剰余額）及び残存欠損額）を規定する。 

 

⑵ 第２項について（年度収支の比較） 

当該信託事務年度における、公益信託事務に係る「収入額」と「費用額」の比較を行い、

収入額が費用額以上（黒字又は収支差ゼロ）の場合、収入額から費用額を控除した額を「年

度剰余額」とし、収入額が費用額を下回る（赤字）の場合、費用額から収入額を控除した

額を「年度欠損額」とする計算を行うこととする。年度欠損額については、受託者の判断

でゼロとすることができる。 

「収入額」は、次に掲げる額の合計額とする。 

イ 当該信託事務年度の損益計算書に計上すべき経常収益（一般純資産に係るものに限

る。）の額 

ロ 当該信託事務年度の公益充実資金の取崩額（公益目的保有財産の取得等に充てた額

を控除した額）…法第１６条により積み立てた資金（公益充実資金）について、これを

現実にその目的とする事務の処理による費用計上や目的外のために取り崩した場合、

収支均衡の計算上、その取崩額を収入とするもの（取崩額のうち、費用計上されない資

産の取得等に充てた額は控除する。）。 

「費用額」は、次に掲げる額の合計額とする。 

イ 当該信託事務年度の損益計算書に計上すべき経常費用（一般純資産に係るものに限

る。）…公益目的保有財産に関し発生する費用が二重計上されないよう、公益充実資金

の取崩し（積立て時に費用計上）又は剰余金の解消策（後述）により取得した公益目的

保有財産に係る減価償却費が含まれる場合には、当該額を費用から控除する 

ロ 当該信託事務年度の公益充実資金の積立額…法第１６条に基づき公益充実資金の積

立額を費用とすることとしている 

 

【「年度欠損額を零とすることができる」とする規定の趣旨】 

欠損額を繰り越すことで、翌信託事務年度以降に剰余額が出た場合に通算し解消するこ

とができるが、継続して単信託事務年度で収支が均衡している公益信託 （毎信託事務年度、

一定額の寄附収入があり、その額だけ支出している公益信託等）などで、欠損額の繰り越

しを望まない場合に、残存欠損額の計算・管理の負担を軽減できるよう当該規定を設けて

いる。 

 

【公益充実資金の取崩額のうち資産取得等に充てた額を「収入額」から除く趣旨】 



50 
 

発生主義に基づく損益計算を行う公益信託の会計【Ｐ】において、資産の取得や改良へ

の支出は費用として計上されないため、取崩額を一旦剰余額として認識した上で、公益目

的保有財産の取得等によって当該剰余額を解消する（第Ｌ＋２条参照）という処理をする

こととなり、煩雑であるため、収入額に一度加えることをせず、収入額に計上する公益充

実資金の取崩額から除くこととしている。 

 

【経常収益の額及び経常費用の額を損益計算書の一般純資産区分に限定する（指定純資産

の区分を除く）趣旨】 

委託者・寄附者の指定に従った支出内容を明確に表示する観点から、指定純資産区分に

おいて経常収益・経常費用を計上するとともに、中期的収支均衡の判定は、公益信託の受

託者の判断で利用できる収益を基本に行うという考えの下、活動計算書の一般純資産区分

における経常収益の額と経常費用の額とすることとしている。 

 

なお、公益法人における収支均衡は、公益目的事業に係る経常収益・費用に限って判定

されるところ、公益信託においては、公益信託の損益計算書における経常収益・費用（一

般純資産に係るものに限る。）において判定されることとなる。 

 

【参考】 

 年度剰余額 年度欠損額 

収入額＞費用額 あり（＋） なし 

収入額＝費用額 あり（０） なし 

収入額＜費用額 なし あり（＋） 
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（暫定残存剰余額・残存欠損額の算定方法） 

３ 当該信託事務年度において年度剰余額が生じた場合、当該信託事務年度に係る暫定

残存剰余額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 過年度残存剰余額（当該信託事務年度の前信託事務年度における当該前信託事務

年度以前の各信託事務年度に係る残存剰余額をいう。以下同じ。）の合計額が零以上

の場合（次号及び第三号に掲げる場合を除く。） 当該年度剰余額 

二 過年度残存欠損額（当該信託事務年度の前信託事務年度における当該前信託事務

年度以前の各事業年度（当該信託事務年度の開始の日前四年以内に開始した信託事

務年度に限る。）に係る残存欠損額をいう。以下同じ。）の合計額が当該年度剰余額以

上の場合 零 

三 前号に掲げる場合のほか、過年度残存欠損額の合計額が零を超える場合 当該年

度剰余額から当該合計額を控除した額 

４ 当該信託事務年度において年度欠損額が生じた場合、当該信託事務年度に係る残存

欠損額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 過年度残存欠損額の合計額が零以上の場合（次号及び第三号に掲げる場合を除

く。） 当該年度欠損額 

二 過年度残存剰余額の合計額が当該年度欠損額以上の場合 零 

三 前号に掲げる場合のほか、過年度残存剰余額の合計額が零を超える場合 当該年

度欠損額から当該合計額を控除した額 

⑶ 第３項について（年度剰余額がある場合の暫定残存剰余額及び残存欠損額の算定方

法） 

年度剰余額がある場合、過年度の残存欠損額があればまず通算を行い、通算後の額を「暫

定残存剰余額」とする。暫定残存剰余額については、第Ｌ＋２条でその解消のための措置

を講じることができ、その解消後の残額が当該事業年度における最終的な「残存剰余額」

となって翌信託事務年度に繰り越される。この場合、当該信託事務年度に生じた赤字はな

いので、翌信託事務年度に繰り越す赤字（「残存欠損額」）は発生しない。 

下記の①～③の場合に応じて当該事業年度の暫定残存剰余額を算定する。 

① 過年度に通算可能な【欠損額がない（過年度の剰余額がプラス又は剰余額・欠損額の

両方がゼロの）】場合は、年度剰余額をそのまま暫定残存剰余額とする。 

② 過年度に通算可能な【年度剰余額を全て解消できるだけの欠損額がある】場合は、暫

定残存剰余額はゼロとする。 

③ 過年度に通算可能な【年度剰余額を一部解消できるだけの欠損額がある】場合は、通

算しても残る額を暫定残存剰余額とする。 
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【参考】 

 過年度残存剰余額 過年度残存欠損額 
当該信託事務年度の 

暫定残存剰余額 

① ＋/０ ０ ＋（年度剰余額） 

② 

０ ＋ 

過年度残存欠損額 

＞＝年度剰余額 
０ 

③ 
過年度残存欠損額＜年

度剰余額 

＋（年度剰余額－過年度残

存欠損額） 

 

⑷ 第４項について（年度欠損額がある場合の残存剰余額及び残存欠損額の算定方法） 

年度欠損額がある場合、過年度の残存剰余額があればまず解消するための通算を行い、

通算後の額が「残存欠損額」として、翌信託事務年度に繰り越される。この場合、当該信

託事務年度に生じた黒字はないので、翌信託事務年度に繰り越す黒字（「残存剰余額」）は

発生しない。 

下記の①～③の場合に応じて当該信託事務年度の残存欠損額を算定する。 

① 【解消すべき剰余額がない（過年度残存欠損額がプラス又は０の）】場合は、年度欠

損額を残存欠損額とする。 

②  【年度欠損額と解消すべき剰余額が同額又は年度欠損額でその全てを解消できない剰

余額がある】場合は、残存欠損額を０とする。 

③  【年度欠損額でその全てを解消できる剰余額がある】場合は、剰余額と通算後の年度

欠損額の額を残存欠損額とする。 

なお、過去の剰余額が通算後も残る（上記①）場合には、第Ｌ＋２条で解消策を講じる

ことができる。 

 

【参考】 

 過年度残存剰余額 過年度残存欠損額 
当該信託事務年度の残

存欠損額 

① ０ ＋/０ ＋（年度欠損額） 

② 
過年度残存剰余額（＋） 

＞＝年度欠損額（＋） 
０ ０ 

③ 
過年度残存剰余額（＋）＜

年度欠損額（＋） 
０ 

＋（年度欠損額－過年

度残存剰余額） 

 

【過年度残存欠損額の通算期間を４年以内としている理由】 

上記のとおり、公益信託の収支の規律における中期均衡期間を５年間としているところ、
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中期均衡期間における資金の活用については信託行為に基づき受託者の判断で行うとの考

えから、当該信託事務年度（１年間）＋過去４年間で計５年間となるよう規定している。 

 

【参考】 

x-4年度 x-3年度 x-2年度 x-1年度 x年度 … 

１年間 １年間 １年間 １年間 １年間 … 
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（残存剰余額の解消） 

第Ｌ＋２条 公益信託の受託者は、当該信託事務年度に係る暫定残存剰余額又は過年度

残存剰余額（当該信託事務年度において年度欠損額が生じた場合には、当該年度欠損

額を過年度残存剰余額のうち最も古い信託事務年度に係るものからその額を限度とし

て順次控除したときに、当該過年度残存剰余額から控除することとなる額を除く。以

下この条及び次条において同じ。）で零を超えるものがある場合は、その全部又は一部

を次の各号に掲げる使途に充てた場合は、当該各号に定める額を当該暫定残存剰余額

又は過年度残存剰余額の解消額とすることができる。 

一 公益目的保有財産に係る資産の取得又は改良 当該公益目的保有財産の取得価額

又は改良に要した額の全部又は一部 

二 公益信託の受託者が、災害その他の公益信託事務の処理が著しく困難となる事態

として内閣総理大臣が定めるものにあって、公益信託事務を処理するために必要な

資金の不足（当該事態により資金の不足が生じた信託事務年度における欠損金を補

うために不可欠なものとして行った借入れ（信託法第二十一条第二項に規定する信

託財産責任負担債務とされるものに限る。）に係る元本の返済 その返済に充てた額 

三 前各号に掲げるもののほか、当該公益信託の受託者が行う公益信託事務の内容そ

の他の事情を勘案し、当該公益信託事務を処理するために必要不可欠であるとして

行政庁の確認を得た事項 その事項に要した額 

１．本条の概要 

暫定残存剰余額（当該信託事務年度の黒字）又は年度欠損額がある場合に、それと通算

しても残った過年度残存剰余額（過去の未解消の黒字）について、翌信託事務年度以降に

おける費用としての支出（経常費用）又は公益充実資金の積み立て以外の方法による解消

方法を規定するものである。 

 

２．各条項の説明 

⑴ 第１号について（公益目的保有財産の取得等） 

公益目的保有財産の取得等については、その時点では費用が発生しないものの、公益事

務のためのいわば資本を整備するための支出であることから、剰余額の解消策として認め

るものである。なお、当該資産による減価償却費が後年度に費用計上された場合、収支均

衡の計算上、当該資産に係る費用が二重計上されることになるため、当該資産に係る減価

償却費を経常費用の額から控除することとしている（第Ｌ＋１条第２項第２号イ）。 

 

⑵ 第２号について（コロナ禍などで発生した赤字による借入金の返済） 

公益法人は、継続的に公益目的事業を実施することが期待されているところ、公益認定

の基準として「経理的基礎を有すること」が求められており、通常、必要な資金を借入金

で賄うことは想定されていない。また、公益目的事業のために使用されることを期待して
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寄附や対価の支払いを行うことが通常であることを踏まえると、寄附した（支払った）が、

新たな価値を生み出すことなく、借入金の返済（特に、事業の失敗や不祥事で発生した損

害の穴埋めとなればなおさら）に使用されるということは、寄附者の意思に反することに

もなる。こうしたことから、原則として、借入金は収支均衡の算定では考慮していない。 

しかしながら、コロナ禍のように予測困難な事業環境の変化によるものであり、法人の

責によらない事由で公益目的事業に生じた欠損を埋めるための借入金の元本返済につい

て、今後、上記のニーズに制度的に対応できるよう改正認定法規則第１７条第２号におい

て措置を講じられている。 

現状の公益信託においては、対価収入を資金源とすることがない助成型が太宗を占めて

おり、コロナ禍において、信託事務を継続するために借入れを行った公益信託はないとみ

られることから、移行認可を受けた公益信託において本号が直ちに適用されることは想定

されないが、今後、事業型の公益信託が設定された場合、公益信託にも同様のニーズが生

じることが想定される。 

受託者が固有財産として借り入れる場合と区別するために、当該借入れが信託法第２１

条第２項に規定する信託財産責任負担債務とされるものに限ることを明記することとす

る。 

なお、当該規定の詳細として、ガイドラインにおいて以下の事項を定めることとする。 

・  「災害その他の公益目的事業の実施が著しく困難となる事態として内閣総理大臣が定

めるもの」とは、現時点において、コロナ禍という予測困難だった事業環境の変化を想

定しているものであり、今後、本制度を適用するような事態が起こった場合には、内閣

総理大臣がガイドライン等でその旨を定めることとする。 

・ 本規定を利用する受託者は、金融機関等からの借入れの明細、今後の返済見込み、当

該事業年度における返済実績等の書類をもって、その借入が事業拡大のための固定資産

の取得等のためのものではなく、公益信託事務の継続のために必要な運転資金に充てる

ためのものであったこと等、本規定に適合することを行政庁に説明し、その確認を受け

ることとする。 

  

⑶ 第３号について（その他行政庁の確認を得た支出） 

新しい公益信託では、例えば、公益信託事務の開始当初に大きな支出を伴い、その後、

対価収入が発生する（中期的な期間を超えて収支が均衡する）公益信託事務を行うものが

設定されることも想定されるところ、こうした事業については、受託者の策定する公益信

託事務の長期計画等を基に、行政庁で剰余額の解消を認めるといった対応が必要な場合が

あることから、当該規定を設けるものである。 

 

【第３号（借入金の長期的な返済による収支均衡を個別判断とする）の趣旨】 

公益信託の信託財産から大規模な支出をする場合、公益充実資金の活用により計画的に
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資金を積み立てることがあり得るが、外部から借り入れた資金を原資として、まず公益信

託事務を拡大し、その後に見込まれる収益で借入金を返済する事業スキームを取る場合、

見込んでいたような収益が得られなかったときには、財政面が不安定になり、事業継続が

困難になる懸念がある。そのため、支出から返済までの期間が中期的収支均衡の期間を超

えるような、大規模、長期的な借入金の返済については、借入れから返済完了までの全期

間を通じた収支均衡が図られているか等の観点から個別の事情について案件ごとに判断

するものとしている。 
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（残存剰余額等の算定） 

第Ｌ＋３条 当該信託事務年度における当該事業年度前の各信託事務年度に係る残存剰

余額は、過年度残存剰余額（前条の規定による解消額がある場合には、当該解消額を

過年度残存剰余額のうち最も古い信託事務年度に係るものからその額を限度として順

次控除したときに、当該過年度残存剰余額から控除することとなる額を除く。）とする。 

２ 当該信託事務年度に係る残存剰余額は、当該信託事務年度の暫定残存剰余額（前条

の規定による解消額がある場合には、当該暫定残存剰余額から当該解消額（前項の規

定により過年度残存剰余額から控除した額がある場合には、当該解消額から当該控除

した額の合計額を除いた額）を控除した額）とする。 

３ 当該信託事務年度における当該信託事務年度前の各信託事務年度に係る残存欠損額

は、過年度残存欠損額（当該信託事務年度において年度剰余額が生じた場合には、当

該年度剰余額を過年度残存欠損額のうち最も古い信託事務年度に係るものからその額

を限度として順次控除したときに、当該過年度残存欠損額から控除することとなる額

を除く。）とする。 

１．本条の概要 

中期的収支均衡が図られているかを判定するために必要となる、当該信託事務年度にお

ける当該信託事務年度前の各信託事務年度に係る残存剰余額等を算定する。 

 

２．各条項の説明 

⑴ 第１項について（当該信託事務年度前の各信託事務年度に係る残存剰余額の算定） 

当該信託事務年度における当該信託事務年度前の各信託事務年度に係る残存剰余額は、

当該信託事務年度に繰り越されている前信託事務年度に算定した過去の各信託事務年度

に係る残存剰余額（過年度残存剰余額）から、年度欠損額がある場合にはその額を、解消

策が講じられた場合には解消額（第Ｌ＋２条）を、古い信託事務年度に係る残存剰余額か

ら順に控除した後の額とする。 

当該信託事務年度前の各信託事務年度に係る残存剰余額 

＝ 過年度残存剰余額－（年度欠損額（ある場合））－（解消額（ある場合）） 

 

⑵ 第２項について（当該信託事務年度に係る残存剰余額の算定） 

当該信託事務年度に係る残存剰余額は、暫定残存剰余額から、解消策が講じられた場合

には解消額（第Ｌ＋２条）を控除し、残る額を当該信託事務年度に係る残存剰余額とする。   

当該信託事務年度の残存剰余額（年度欠損額がある場合） 

＝ 暫定残存剰余額－（年度欠損額（ある場合））－（解消額（ある場合）） 

 

⑶ 第３項について（当該信託事務年度前の各信託事務年度に係る残存欠損額の算定） 

当該信託事務年度における当該信託事務年度前の各信託事務年度に係る残存欠損額は、
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当該信託事務年度に繰り越されている前信託事務年度に算定した過去の各信託事務年度

に係る残存欠損額（過年度残存欠損額）から、年度剰余額がある場合にはその額を古い事

業年度に係る残存欠損額から順に控除した後の額とする。 

ただし、年度剰余額が過年度残存欠損額の合計額を超える場合（第Ｌ＋１条第３項第３

号）には、年度剰余額との通算で全ての過年度残存欠損額が解消されるため零とする。 

 

  



59 
 

（中期的収支均衡の判定） 

第Ｌ＋４条 第Ｌ＋３条第一項又は第二項の規定により算定した公益信託の各信託事務

年度に係る残存剰余額のうち、当該各信託事務年度の末日から中期均衡期間が経過し

た信託事務年度に係るものが零を超えないときは、当該公益信託における中期的収支

均衡が図られているものとする。 

１．本条の概要 

本条は、前条までで算定した、各信託事務年度の残存剰余額を基に、当該法人の中期的

収支均衡が図られているのかを判定するものである。 

 

２．内容 

剰余額（黒字）の発生から、中期均衡期間（５年間）を超えない場合、当該公益信託の

中期的収支均衡は図られているものとする。 

【参考】 

R 年度において、R－5 年度に生じた残存剰余額が解消されない場合、中期的収支均衡が

図られていないものとなる。 

 残存剰余額 残存欠損額 中期的収支均衡 

R－5年度 20  × 

R－４年度 10 0 ○ 

R－３年度 0 0 ○ 

R－２年度 0 0 ○ 

R－１年度 0 0 ○ 

R年度 0 0 ○ 

 

【中期的収支均衡を欠く場合の措置について（※）ガイドライン事項】 

公益信託が中期的収支均衡を欠く場合には、行政庁は、その時点で勧告（公益信託事務

の構造の見直しとそれが達成されない場合の措置等を内容とする）等の措置を執ることと

する。 

中期的な期間における収支状況は基本的に受託者の判断に委ねるべきであり、中期的な

期間が経過する前には、行政庁は原則として指導を行わないものとする。ただし、４年前

の残存剰余額が多額であり、その後の各信託事務年度も黒字が継続し、公益信託事務の拡

大等がうかがわれないなど、そのままの公益信託事務の状況では基準違反となることに蓋

然性がある場合には、公益信託事務の見通しについて、報告徴収を行うこととする。 
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【赤字の継続については均衡を欠くものとしない趣旨】 

 公益信託は、不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するものであり、民間による公益

を増進し、活力ある社会を実現するためには、これに充てるべき財源を最大限に活用し、

公益活動を最大化することが望まれる。 

そのため、費用を上回る収入が発生し、財源がある場合には、公益信託事務の拡大によ

り公益の増進が図られるよう、収支に関する規律を規定している。他方、信託行為の定め

等により、資産を切り崩して事業を実施する公益信託について、公益信託事務の縮小等を

求めることは適切ではなく、赤字の継続については、均衡を欠くものとして問題とする必

要はない。 

なお、当初の信託行為において、信託財産の切崩しを想定していない一方で、赤字の継

続により、公益信託事務を実施するだけの財政基盤が損なわれる場合には、法第８条第４

号の「存続期間を通じて公益信託事務が処理されることが見込まれる」と認められなくな

る可能性もある。 
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（公益信託の併合及び分割の場合の措置） 

第Ｌ＋５条 公益信託に係る信託の併合がされた日の属する信託事務年度において、当

該公益信託の過年度残存剰余額及び過年度残存欠損額は、従前の各公益信託の過年度

残存剰余額及び過年度残存欠損額の合計額とする。【Ｐ】 

２ 公益信託に係る信託の分割がされた日の属する信託事務年度において、信託の分割

前の公益信託の過年度残存剰余額又は過年度残存欠損額は、吸収信託分割にあっては

分割信託、新規信託分割にあっては従前の公益信託の過年度残存剰余額又は過年度残

存欠損額となる。ただし、信託の分割前の公益信託の過年度残存剰余額又は過年度残

存欠損額について合理的な根拠があるときはその全部又は一部を吸収信託分割にあっ

ては承継信託、新規信託分割にあっては新たな公益信託の過年度残存剰余額又は過年

度残存欠損額とすることができる。【Ｐ】 

１．本条の概要 

本条は、公益信託の併合又は分割が行われた場合の、過年残存剰余額及び過年度残存決

算額の取り扱いについて規定するものである。 

 

２．各条項の説明 

⑴ 第１項について（公益信託の併合の場合） 

公益信託の併合がされた場合に、終了する各公益信託の過年度残存剰余額又は過年度残

存欠損額を併合後の公益信託が引き継ぐ旨を規定するものである。 

 

⑵ 第２項について（公益信託の分割の場合） 

公益信託の分割がされた場合に、分割前の公益信託の過年度残存剰余額及び過年度残存

欠損額については、原則として、分割信託（吸収信託の場合）又は従前の公益信託（新規

信託分割の場合）の過年度残存剰余額及び過年度残存欠損額とする。 

ただし、信託の分割によって移転する財産から生じた過年度残存剰余額又は過年度残存

欠損額を明らかにすることで、その過年度残存剰余額又は過年度残存欠損額を承継信託

（吸収信託分割の場合）又は新たな公益信託の過年度残存剰余額又は過年度残存欠損額と

することを可能とする。例えば、株式を信託財産として配当を奨学金事業に使用する事務

を目的の一つとする公益信託において、信託の分割により、当該株式を新たな公益信託に

移転させる場合、仮に株式の配当が５百万円／年に対して、奨学金事業に係る経常費用額

が３百万／年である状態が２年続いた（それ以前は収支０とする。）ときは、新たな公益

信託の過年度残存剰余額を４百万円とすることができる。この場合、従前の公益信託の過

年度残存剰余額は当該４百万円を控除した額となる。 
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（公益充実資金） 

第Ｌ＋６条 公益信託事務を充実させるため将来において必要となる資金（当該資金を

運用することを目的として保有する財産を含む。以下「公益充実資金」という。）につ

いての法第十六条に規定する内閣府令で定める方法は、次に掲げる要件の全てを満た

すものとする。 

一 公益信託事務に係る将来の特定の事務の処理又は将来の特定の公益目的保有財産

に係る資産の取得若しくは改良（以下「公益充実活動等」という。）に係る費用等の

支出に充てるために必要な資金として積み立てられるものであること。 

二 公益充実資金に関する次に掲げる事項を当該信託事務年度の終了後、インターネ

ットの利用その他の適切な方法により速やかに公表していること。 

イ 当該信託事務年度の末日における公益充実活動等ごとの内容及び実施時期 

ロ 当該信託事務年度の末日における積立限度額（公益充実活動等ごとの所要額の

合計額をいう。以下同じ。）及びその算定根拠 

ハ 当該信託事務年度の公益充実資金の取崩額及び積立額 

ニ 当該信託事務年度の末日における公益充実資金の額 

ホ 前信託事務年度の末日における公益充実活動等ごとの内容及び実施時期、積立

限度額及びその算定根拠並びに公益充実資金の額、その他内閣総理大臣が必要と

認める事項 

三 公益充実資金を公益充実活動等以外の支出に充てるために取り崩す場合について

特別の手続が定められていること。 

四 当該信託事務年度の末日における公益充実資金の額が第二号ロの積立限度額以下

であること。 

五 財産目録、貸借対照表又はその附属明細書において、他の資金と明確に区分して

表示されていること。 

２ 公益充実資金（この項の規定により取り崩すべきこととなったものを除く。以下こ

の条において同じ。）を有する公益信託の受託者は、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める額に相当する資金を取り崩さなければならない。 

一 当該資金の目的の支出がなされた場合 当該資金の額のうち当該支出の額に達す

るまでの額 

二 正当な理由がないのに当該資金の目的とする公益充実活動等を行わない事実があ

った場合 その事実があった日における当該公益充実活動に係る資金の額 

３ 前項第二号の場合にあっては、当該事業年度以後の各事業年度の末日における公益

充実資金の積立限度額は、当該公益充実活動等の所要額を除いて算定しなければなら

ない。 

１．本条の概要 

公益法人認定法新規則第２３条では、公益目的事業に係る特定費用準備資金（旧規則第
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18条）及び資産取得資金（旧規則第２２条第３項第３号）（以下「両資金」という。）を統

合し、公益充実資金を創設している。公益充実資金はその積立額が公益法人の財務３基準

（収支均衡・公益目的事業費率・使途不特定財産規制）における費用とみなされ、また、

使途不特定財産規制における控除対象財産となる効果があることから、資金積立を「公益

充実資金」として認めるために必要となる要件等を定める規定である。 

本条においては、公益法人認定法新規則第２３条を参考に、公益信託の信託財産におけ

る、公益充実資金の要件等を定めている。 

 

２．各条項の説明 

⑴ 第１項について（公益充実資金の要件） 

公益充実資金は、将来の公益信託事務を充実させるための複数目的のための一つの資金

として管理されるが、特定の事務又は特定の資産取得等のために積み立てられるものであ

ることから、公益充実資金全体で必要となる資金の総額（積立限度額）とその裏付けとな

る各公益充実活動等ごとの具体的な内容、実施時期及び所要額（実施のために必要となる

見込額）を開示させるものである。 

また、中期的収支均衡等の財務規律にその積立て・取崩しを反映するため、当該信託事

務年度の公益充実資金の積立額、取崩額に加え、前信託事務年度における公益充実資金に

関する情報も開示することとしている。 

 

⑵ 第２項・⑶第３項について（資金を取り崩す場合） 

公益充実資金の目的を実施する場合だけでなく、信託財産における不要な資金滞留を防

止するため、正当な理由がないのにも関わらず、目的が実施されない場合には、不要な資

金を取り崩させる必要がある。 

また、このような取崩しを行った場合には、信託事務年度末における公益充実資金の積

立限度額から当該公益充実活動等に係る所要額を当然に除く必要がある。 

 

【財務３基準での効果について】 

 中期的収支均衡 
公益事務割合 

・使途不特定財産保有上限 

収入 
取崩額（資産取得に充てた額（実

額）を除く） 

取崩額（資産取得に充てた額（実額）

を除く） 

費用 積立額（実額） 
積立額（資産取得に充てるために積み

立てたと算定される額を除く） 
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３ 公益事務割合の規律について 
⑴ 規律の趣旨 

公益法人認定法において、公益目的事業を行うことを主たる目的とし、収益事業等を行

うことができることを前提に、公益法人が行う全ての活動の規模に占める公益目的事業の

割合が少なくとも、その半分を占めていることを求めるもの（事業の規模を図る指標とし

て費用を採用している。）とされている。 

公益信託は、収益事務等を行うことはできないが、行政が公益信託の認可・監督等を行

うとされ、そのコストもある中、不特定多数の者の利益の増進に直接寄与するものではな

い管理費割合が大きくなるような費用倒れの信託は適切ではないことから、公益事務の実

施に係る費用が内閣府令で定める割合以上であることを求めている。 

公益法人制度と比較すると、 

・ 法律上、公益目的事業比率の割合が「５０％」以上とされているのに対し、公益信 

託においては割合が内閣府令に委任されていること 

・ 法律上、区分経理が求められていないこと（公益法人についても、収益事業等を実施

しない法人の一部については区分経理は適用されない） 

などの違いがある。また、公益法人の場合は、中期的収支均衡や使途不特定財産に係る

規制において、公益目的事業に係る費用（管理費が含まれない）を前提に制度が設けられ

ているのに対し、公益信託においては公益信託事務（管理費を含む。）を前提に制度が設

けられているため、「公益充実資金」や「公益目的保有財産」の内容に違いがあることに

留意する必要がある。 

 

⑵ 内閣府令の定めの概要 

信託事務割合の算定方法及び基準となる割合について、内閣府令で定めることとされて

いる。 

具体的には、公益事務割合について１００分の８０と定めた（第Ｌ＋８条）上で、算定

方法については、原則として、損益計算書の費用（事業費及び管理費）を用いることを規

定（第Ｌ＋７条）した上で、引当金（第Ｌ＋９条）及び譲渡損益・評価損益（第Ｌ＋１０

条）の取扱いを定めている。 

また、公益法人の公益目的事業比率と同様、ボランティアの支援を得て活動を実施する

信託や、数年に一度大きな事業を行うような公益事務において、単純に毎年度の財務諸表

上の費用を用いて割合を算定することが適切ではないことを踏まえ、土地の使用（第Ｌ＋

１１条）、融資に係る費用（第Ｌ＋１２条）、無償の役務の提供等（第Ｌ＋１３条）、公益充

実資金（数年に一度の事業など）（第Ｌ＋１３条）に係る調整ができる旨規定している。 

さらに、上記の調整も含め、費用の配賦の原則については、第Ｌ＋１４条に規定してい

る。 
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（公益事務割合の算定） 

第Ｌ＋７条 法第八条第九号の公益信託事務の処理に係る費用に対する公益事務の実施

に係る費用の割合として内閣府令で定めるところにより算定される割合は、第一号に

掲げる額の同号及び第二号に掲げる額の合計額（以下「合計費用額」という。）に対す

る割合をいう。 

一 当該信託事務年度の損益計算書に計上すべき公益事務の実施に係る事業費の額

（以下「公益事務実施費用額」という。） 

二 当該信託事務年度の損益計算書に計上すべき公益信託事務の処理に係る公益信託

報酬その他の管理費の額（以下「公益信託管理費用額」という。） 

１．本条の概要 

本条は、公益事務割合の算定に当たり、公益事務の実施に係る費用を事業費、公益信託

事務の処理に係る費用のうち、事業費を除くものを管理費として定め、事業費÷（事業費

＋管理費）によって算定することを定めている。 

 

２．内容 

公益信託は公益事務を行うことのみを目的としているが、その公益信託事務を処理する

に当たっては、一定の管理費用が発生することとなる。公益信託の信託財産は可能な限り

公益事務を実施する費用として用いられるべきであるとの観点から、公益信託事務の処理

において管理費用が過大に支出されることがないよう、公益信託事務の処理に係る費用に

対する公益事務の実施に係る費用の割合が公益事務の実施の状況その他の事情を勘案して

基準割合以上となる（法第８条第９号）ことを基準として定めている。 

 

３．事業費と管理費の別について 

① 事業費：当該法人の事業の目的のために要する費用 

事業費は、各公益事務に跡付けることができる費用であって、例えば、公益事務に従事

する職員の給与手当等の人件費、公益事務に関連して発生する旅費交通費、公益事務の実

施会場の賃借料等の経費が該当する。 

② 管理費：信託を管理するため、毎事業年度経常的に要する費用 

管理費は、公益事務に関わらず、公益信託が存続していく上で必要な経常的な費用であ

る。例えば、受託者及び信託管理人の信託報酬や、計算書類の策定に係る人件費、信託管

理人や委託者に対する情報提供、その同意を得るための費用、税務申告に係る税理士報酬

等は、管理費に該当する。 

【Ｐ】 信託報酬の取扱い 

公益法人の場合、「業務執行理事に対する役員報酬のうち、事業へ従事することへの

対価であると認められる部分についても事業費に該当する」とされ、役員報酬の一部は

事業費とされている。公益信託の受託者は、信託報酬のほか、信託事務を処理するのに
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必要と認められる費用については信託財産から償還できることとされており、事業に

跡付けることができる費用は信託報酬に含めないことができる。また、信託報酬につい

ては、受託者又は信託管理人に対する報酬ということを超え、どのような事務に対する

報酬であるかを合理的に区分することは現実的には困難である。このため、公益信託の

信託報酬については、管理費として取り扱うものとする。 

 

○参照条文（公益法人認定法） 

（公益目的事業比率） 

第十五条 公益法人は、毎事業年度における公益目的事業比率（第一号に掲げる額の同号から第

三号までに掲げる額の合計額に対する割合をいう。）が百分の五十以上となるように公益目的

事業を行わなければならない。 

一 公益目的事業の実施に係る費用の額として内閣府令で定めるところにより算定される額 

二 収益事業等の実施に係る費用の額として内閣府令で定めるところにより算定される額 

三 当該公益法人の運営に必要な経常的経費の額として内閣府令で定めるところにより算定

される額 

 

○参照条文（公益法人認定法施行規則） 

（費用額の算定） 

第二十四条 法第十五条第一号の公益目的事業の実施に係る費用の額として内閣府令で定める

ところにより算定される額（以下「公益実施費用額」という。）、同条第二号の収益事業等の実

施に係る費用の額として内閣府令で定めるところにより算定される額（以下「収益等実施費

用額」という。）及び同条第三号の当該公益法人の運営に必要な経常的経費の額として内閣府

令で定めるところにより算定される額（以下「管理運営費用額」という。）の算定については、

この節に定めるところによる。 

２ 公益法人の各事業年度の公益実施費用額、収益等実施費用額及び管理運営費用額（以下「費

用額」という。）は、別段の定めのあるものを除き、次の各号に掲げる費用額の区分に応じ、当

該各号に定める額とする。 

一 公益実施費用額当該事業年度の損益計算書に計上すべき公益目的事業に係る事業費の額 

二 収益等実施費用額当該事業年度の損益計算書に計上すべき収益事業等に係る事業費の額 

三 管理運営費用額当該事業年度の損益計算書に計上すべき管理費の額 
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（基準割合） 

第Ｌ＋８条 法第八条第九号の内閣府令で定める割合は、百分の八十とする。【Ｐ】 

１．本条の概要 

本条は、公益事務割合の基準割合について、１００分の８０とすることを定めている。 

 

２．内容 

公益法人認定法においては、公益目的事業を行うことを主たる目的とし、収益事業等を

行うことができることを前提に、公益法人が行う全ての活動の規模に占める公益目的事業

の割合が少なくとも、その半分を占めていることを求めるもの（事業の規模を図る指標と

して費用を採用している。）とされている。 

他方で、公益信託は収益事業等を実施することはなく、公益信託の費用として公益事務

の実施費用として用いられるものであること、不当に管理費用に計上することがないこと

を確保するために、公益事務割合の基準を定めることとしている。 

第Ｌ＋７条の整理を踏まえて、公益事務の実施に関わる費用のうち、受託者が事業費と

して計上するものは説明を求めることとするとともに、受託者及び信託管理人の報酬とし

て、事業に計上されるものはないこととして（第Ｌ＋７条第２号）、公益信託報酬などの内

容がブラックボックス化を避けるための規律とする。 

公益信託報酬が不当に高額なものとならないとの規制（法第８条第１１号）との関係で

は、両者は独立の基準であり、公益信託報酬を含めた管理費が基準割合を充足する場合で

あっても、不当に高額な報酬にあたらない必要がある。 

なお、信託報酬については、例えば、１００億円の助成額の報酬として２０億円の報酬

を許容するかといった場合についての考え方及び基準割合を満たした公益信託報酬につい

て、どこまで詳細な開示を求めるかについては、別途、「第２の４公益信託報酬の支払基準

に定める事項に係る基準について」で議論する。 

公益信託は収益事業等を実施することがないが、公益信託の認可・管理には行政庁との

やり取り等のコストを含め様々な管理コストが発生し、そのような管理費用はそれ自体で

不特定多数の者の利益を生み出すものではない。公益信託の運営のために一定の費用が発

生することはやむを得ないとしても、公益信託事務の処理において管理費用が過大に支出

されることがないよう、公益信託事務の処理に係る費用に対する公益事務の実施に係る費

用の割合として適切な水準を８割以上と設定する。 

なお、公益事務の実施のために要した人件費を含め、公益事務の実施のために必要な費

用は、信託報酬とは別に、費用として信託財産から支出することができる。また、公益事

務の実施状況を継続的にモニタリングし、公益事務の質の確保に直接寄与すると認められ

る信託管理人の支出については、公益実施事務に含まれ得る。 
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（引当金） 

第Ｌ＋９条 各信託事務年度において取り崩すべきこととなった引当金勘定の金額又は

取り崩した引当金勘定の金額（前信託事務年度までに既に取り崩すべきこととなった

ものを除く。以下「引当金の取崩額」という。）は、当該信託事務年度の合計費用額か

ら控除する。 

１．本条の概要 

公益事務割合の算定の基礎となる公益事務の実施に係る費用、公益信託事務の処理に係

る費用は、基本的には、損益計算書上の事業費、管理費となるが、公益事務に充てられた

費用の割合を測るという趣旨を踏まえ、引当金の取崩し（本条）や財産の譲渡損等（次条）

は、合計費用額の算定から控除することとしている。 

 

（財産の譲渡損等） 

第Ｌ＋１０条 公益信託の受託者が信託財産を譲渡した場合には、当該譲渡に係る損失

（当該財産の原価の額から対価の額を控除して得た額をいう。）は、当該公益信託の各

信託事務年度の合計費用額に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、公益信託の受託者が各信託事務年度において商品（販売

の目的をもって所有する土地、建物その他の不動産を含む。）又は製品を譲渡した場合

には、これらの財産の原価の額を、当該信託事務年度の合計費用額に算入する。 

３ 公益信託の受託者が信託財産の評価換えをしてその帳簿価額を減額した場合には、

その減額した部分の額は、当該公益信託の各信託事務年度の合計費用額に算入しない。 

４ 前三項に定めるもののほか、公益信託の受託者が信託財産を運用することにより生

じた損失の額（当該財産について譲渡することとなった財産の額から当該財産につい

て得ることとなった財産の額を控除して得た額をいう。）は、当該公益信託の各信託事

務年度の合計費用額に算入しない。 

１．本条の概要 

前条をご参照。 
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（土地の使用に係る費用額） 

第Ｌ＋１１条 公益信託の受託者が各信託事務年度の公益信託事務を処理するに当た

り、信託財産に属する土地を使用した場合には、当該土地の賃借に通常要する賃料の

額から当該土地の使用に当たり信託財産において実際に負担した費用の額を控除して

得た額を、当該信託事務年度の合計費用額に算入することができる。 

２ 前項の規定を適用した公益信託の受託者は、正当な理由がある場合を除き、前項の

規定を毎信託事務年度継続して適用しなければならない。 

１．本条の概要 

公益事務割合の算定の基礎となる公益事務の実施に係る費用、公益信託事務の処理に係

る費用は、基本的には、損益計算書上の事業費、管理費となるが、信託財産とされた不動

産を利用し、公益事務を行う公益信託や、ボランティアの支援を得て公益事務を実施する

公益信託、数年に一度大きな公益事務を行うような公益信託などについて、単純に毎年度

の計算書類上の「費用」で割合を測ることは適切とは言えない場合がある。このため、内

閣府令において、必要な調整を行うこととされている。 

具体的には、土地を賃貸した場合の賃料との差額（学生寮事業など）（本条）、低利子で融

資をした場合の市場相場との差額（奨学金事業など）（次条）、無償の役務提供等について

通常負担すべき額（第Ｌ＋１３条）等を費用額に算入できることとしている。 

 

（融資に係る費用） 

第Ｌ＋１２条 公益信託の受託者は各信託事務年度において無利子又は低利の資金の貸

付けがあるときは、当該貸付金につき貸付金と同額の資金を借入れをして調達した場

合の利率により計算した利子の額と、当該貸付金につき当該貸付金に係る利率により

計算した利子の額の差額を、当該信託事務年度の合計費用額に算入することができる。 

２ 前項の規定を適用した公益信託の受託者は、正当な理由がある場合を除き、前項の

規定を毎信託事務年度継続して適用しなければならない。 

１．本条の概要 

前条をご参照。 
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（無償の役務の提供等に係る費用額） 

第Ｌ＋１３条 公益信託の受託者が各信託事務年度において無償により当該公益信託の

公益信託事務に必要な役務の提供（便益の供与及び資産の譲渡を含むものとし、資産

として計上すべきものを除く。以下同じ。）を受けたときは、必要対価の額（当該役務

の提供を受けた時における当該役務と同等の役務の提供を受けるために必要な対価の

額をいう。以下この条において同じ。）を、当該信託事務年度の合計費用額に算入する

ことができる。 

２ 公益信託の受託者が各信託事務年度において当該公益信託の公益信託事務に必要な

役務に対して支払った対価の額が当該役務に係る必要対価の額に比して低いときは、

当該対価の額と当該必要対価の額との差額のうち実質的に贈与又は無償の提供若しく

は供与を受けたと認められる額を、当該信託事務年度の合計費用額に算入することが

できる。 

３ 前二項の規定を適用した公益信託の受託者は、正当な理由がある場合を除き、これ

らの規定を毎信託事務年度継続して適用しなければならない。 

４ 第一項又は第二項の規定を適用した公益信託の受託者は、役務の提供があった事実

を証するもの及び必要対価の額の算定の根拠を記載又は記録したものを当該信託事務

年度終了の日から起算して十年間、保存しなければならない。 

１．本条の概要 

第Ｌ＋１１条をご参照。 
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（公益充実資金に係る調整） 

第Ｌ＋１４条 各信託事務年度の公益充実資金の積立額に当該信託事務年度の末日にお

ける当該公益充実活動等（将来の特定の事務の処理に限る。）の所要額の合計額を乗じ

て同日における積立限度額で除して得た額を当該信託事務年度の公益事務実施費用額

に算入する。 

２ 当該事業年度の公益充実資金の取崩額（公益目的保有財産の取得又は改良に充てる

ために取り崩した額を除く。）を当該信託事務年度の公益事務実施費用額から控除す

る。 

１．本条の概要 

公益事務割合の算定の基礎となる公益事務の実施に係る費用、公益信託事務の処理に係

る費用は、基本的には、損益計算書上の事業費、管理費となるが、特定の公益信託事務の

ために積み立てられた公益充実資金の積立額については事業費に算入すること及び特定の

公益信託事務のために積み立てられた公益充実資金の取崩額については事業費から控除す

ることを定めるものである。 

 

２．各条項の説明 

⑴ 第 1項及び第２項について（費用額に算入／費用額から控除する部分） 

公益充実資金は、将来の公益事務を充実させるための複数目的のための一つの資金とし

て管理され、「特定の公益信託事務」又は「特定の資産取得等」のために積み立てられる

ものであるが、このうち「特定の公益信託事務」のために積み立てられた部分について公

益事務割合の算定に当たっては、公益事務の実施に係る費用額に算入（逆に取崩し時には

費用額から控除）する。一方、「特定の資産取得等」のために積み立てられた部分は、資産

についてはその資産の使用可能期間の全期間にわたり事業活動に供されるものであり、資

産の取得がそれをもって直ちに事業活動の規模を表すものとは言い難いことから、公益事

務割合の算定には含めないこととする。 

公益法人と異なり、信託の管理運営のための事務や信託の管理運営のための資産の取得

等についても公益充実資金の対象となり得るが、公益事務は、収益事業等を実施すること

はできず、信託の管理運営のために必要な資金を積み立てることは想定し難いと考えられ

ることから、公益充実資金の積立額から将来の特定の管理運営のための事務の処理のため

に積み立てた額について調整を行うこととはしない（公益目的保有財産に、信託の管理運

営のための財産も含まれ得る。）。 

 

⑵ 費用額の計算 

公益充実資金では、特定の公益信託事務又は特定の資産取得等のために積み立てられる

ものであるが、資金ごとの資金増減の管理がなく（積立後に資金内での使途の融通があり

得る）、何のためにいくら積み立てたのかを個別に特定することができないため、以下の
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方法で公益充実活動等ごとの所要額を基に、公益事務の実施のために積み立てられた部分

に係る仮想の積立額を計算する。 

Ａ（公益充実資金（資金全体）の積立額）×（Ｂ各公益充実活動等（公益事務に係る）

の合計額／Ｃ積立限度額（公益充実活動等ごとの所要額の合計額）） 

取崩額については、取崩し時に使途が特定されているため、その実額を基に「公益充実

資金（資金全体）の取崩額」から「資産取得等に充てた額」を控除した額を公益事務割合

算定上の公益事務の実施に係る費用額から控除することとする。 

そのため、積立後に資金内での使途の融通があった場合、費用算入される額と取り崩し

時に費用から控除される額が結果として異なることがあり得るが、公益目的事業費率は毎

事業年度、その時々の活動実態を反映して算定するものであり（例えば、前年度の公益事

務割合が 90％であったから今年度は 10％でよいという類のものではない）、規律の趣旨

（公益事務割合が基準割合以上であることを確認する）は確保することはできる。 

なお、公益充実資金内での資金融通は可能であるものの、公益事務割合の規律に違反し

ないようにすることを目的に、意図的に目的とする公益充実活動等を変更しているような

場合には、公益充実資金を積み立てる段階での計画性や適正な経理処理が行われていると

は言えず、経理的基礎を有しないものとして監督措置の対象となる。 
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（関連する費用額の配賦） 

第Ｌ＋１５条 公益事務実施費用額と公益信託管理費用額とに関連する費用額は、適正

な基準によりそれぞれの費用額に配賦しなければならない。ただし、配賦することが

困難な費用額については、公益信託管理費用額とすることができる。 

１．本条の概要 

本条は、公益法人における費用の配賦を参考に、公益事務実施費用額と公益信託管理費

用額の配賦方法を定めている。ただし、配賦が困難な費用については、費用の配賦を必須

のものとはせず、公益信託管理費用額とすることができることとし、受託者の負担軽減を

図っている。 

 

○参照条文（公益法人認定法施行規則） 

（関連する費用額の配賦） 

第三十二条 公益実施費用額と収益等実施費用額とに関連する費用額及びこれらと管理

運営費用額とに関連する費用額は、適正な基準によりそれぞれの費用額に配賦しなけ

ればならない。ただし、配賦することが困難な費用額については、当該費用額が公益

実施費用額と収益等実施費用額とに関連する費用額である場合にあっては収益等実施

費用額とし、当該費用額が公益実施費用額又は収益等実施費用額と管理運営費用額と

に関連する費用額である場合にあっては管理運営費用額とすることができる。 
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４ 使途不特定財産の保有の規律について 

⑴ 規律の趣旨 

公益信託は、公益事務を実施することのみを目的とし、広く社会的なサポートを受けつ

つ公益事務を行うものであり、公益信託の信託財産は、公益事務のために有効に活用され

るべきであり、公益事務の実施と関係のない資産が信託財産として課題に蓄積されること

（死蔵）は適当ではない。一方、社会経済情勢の変化等に対応しつつ、安定して公益事務

を実施するためには、一定程度、時々の情勢に応じて受託者の判断で公益信託事務のため

に処分できる資産を保有することも求められる。 
このため、信託財産のうち、公益信託事務のために現に使用されておらず、かつ、引き

続き公益信託事務のために使用されることが見込まれないものを「使途不特定財産」とし、

上限額（基本的に、公益信託事務１年分）を超えてはならないこととしている。ただし、

災害その他の予見し難い事由が発生した場合にも公益信託事務を継続的に行うためには、

上限額では十分でないことも想定されるところ、一定の要件を満たす財産（公益信託事務

継続予備財産）については、使途不特定財案の算定から控除できることとしている。 
公益法人と比較すると、 

・ 公益法人の使途不特定財産に係る規律は、（管理事務を含まない）公益目的事業のた

めに現に使用されておらず、かつ引き続き公益目的事業のために使用される見込みがな

いものを「使途不特定財産」としていること、 
・ 上限額について、（管理事務を含まない）公益目的事業１年分とされていること、 公

益信託事務継続予備財産の定義に（管理事務を含まない）「公益目的事業」及び公益目

的事業財産が用いられている などの違いがある。 
そのうえで、内閣府令において定めるべき事項は、以下のとおりとなる。 

① 「使途不特定財産」の上限額の算定方法（上限額を算定する基礎となる「公益事務

の処理に要した費用」に含めることができ費用に準ずる額の範囲を含む。）（法第１７

条第１項）⇒【第М条】【第М＋１条】 
上限額は、原則として、損益計算書の過去 5 年分の公益信託事務費用を基礎として

算定し、合理的理由がある場合は、当該年度又は前年度の公益信託事務費用を基礎とし

て算定。公益信託事務費用については、公益充実資金の積立が含まれる。さらに、公益

充実資金や評価損益等について調整。 
② 公益信託事務継続予備財産の要件（法第１７条第２項括弧書き） 
⇒ 【第М＋２条】当該財産を保有する必要性、当該必要性に基づく限度額の算定等

について規定 
③ 使途不特定財産の内容（法第１７条第２項本文） 
⇒ 【第М＋３条】信託財産から負債、公益信託事務に供されていない財産等を控除  

した財産とすること等を規定 
⑤  公益信託事務継続予備財産に係る公表事項及び公表方法（法第１７条第３項）  
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（公益信託事務の処理に要した費用の額に準ずる額） 

第Ｍ条 法第十七条第一項の公益信託事務の処理に要した費用の額に準ずるものとして

内閣府令で定めるものの額は、第Ｌ＋１４条第一項の規定により公益事務実施費用額

に算入した額とする。 
１．本条の概要 

公益充実資金（第Ｌ＋６条）は公益信託の受託者が要件を満たし一定の具体性を持って

積み立てたものであり、実際の費用支出は伴わないものの、その積立てが公益信託事務の

内容・規模を表す資金の動きと解されることを踏まえ、「公益信託事務の処理に要した費用

の額」として定めるものである（上限額算定の詳細は後述のとおり。）。 

なお、公益法人の使途不特定財産規制では、公益目的事業費を基礎として使途不特定財

産の保有制限額を算定するのに対し、公益信託の使途不特定財産の保有上限額の算定に当

たっては、公益信託事務の処理に要した費用の額（公益信託管理費用額を含む。）を基礎と

して算定する点に差異がある。 
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（使途不特定財産額の保有の上限額） 

第Ｍ＋１条 法第十七条第一項の内閣府令で定めるところにより算定した額（以下「基

準額」という。）は、当該信託事務年度の開始の日前五年以内に開始した各信託事務年

度における第一号から第三号までに掲げる額の合計額から第四号から第六号までに掲

げる額の合計額を控除して得た額（当該各信託事務年度のうちその期間が一年でない

信託事務年度については、当該控除して得た額をその信託事務年度の月数で除し、こ

れに十二を乗じて得た額）の一信託事務年度当たりの平均額とする。ただし、基準額

を当該信託事務年度又は当該信託事務年度の前事業年度における第一号から第三号ま

でに掲げる額の合計額から第四号から第六号までに掲げる額の合計額を控除して得た

額とする合理的な理由がある場合には、当該額（当該信託事務年度又は前信託事務年

度が一年でない場合には、当該額をその信託事務年度の月数で除し、これに十二を乗

じて得た額）を基準額とすることができる。 

一 損益計算書に計上すべき合計費用額 

二 前号の額のほか、第Ｌ＋１０条第二項の規定により合計費用額に算入することと

なった額 

三 第Ｌ＋１４条第一項の規定により公益事務実施費用額に算入することとなった額 

四 第Ｌ＋９条の規定により、合計費用額から控除することとなった引当金の取崩額 

五 第一号の額のうち、第Ｌ＋１０条第一項、第三項又は第四項の規定により公益事

務実施費用額に算入しないこととなった額 

六 第Ｌ＋１４条第二項の規定により公益事務実施費用額から控除することとなった

額 

２ 前項ただし書の適用を受ける公益信託の受託者は、当該信託事務年度終了後に作成

する第Ｎ＋１条第一項第七号の書類において、前項ただし書に規定する合理的な理由

を記載しなければならない。 

３ 第一項の月数は、暦に応じて計算し、一月に満たないときはこれを一月とし、一月

に満たない端数を生じたときは切り捨てる。 

１．本条の概要 

公益信託の受託者が、毎信託事務年度の末日において保有できる使途不特定財産額は、

当該信託事務年度において行った公益信託事務と同一の内容及び規模の公益信託事務を翌

事業年度においても引き続き行うために必要な額（基準額）とされている（法第１７条）。 

本条は、基準額の具体的な算定方法を規定するものであり、当該信託事務年度の損益計

算書の合計費用額に公益充実資金の積立て等必要な調整を加えることとしている。 

 

２．各条項の説明 

法第１７条では、毎信託事務年度の末日において保有できる使途不特定財産額の基準額

について、「当該信託事務年度」に実施した公益信託事務の処理に要した費用の額ではなく、
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「それより前の信託事務年度」において行った公益信託事務の処理に要した費用の額を基

礎に算定することが可能とされており、その具体的な算定方法を規定する。 

 

⑴ 第 1項について（本文） 

基準額は、当該信託事務年度前の５年間における各信託事務年度の平均の費用の額を算

定の基礎とすることとする。５年間という期間については、公益法人認定法規則において、

公益法人が、コロナ禍において事業を実施できず（費用額が急減）、保有の認められる上

限額が大きく変動した経験、また、期間を大きくしすぎた場合には、法人の現在の事業内

容・規模を適切に反映できなくなってしまう可能性があることを踏まえ、予見可能性を高

めつつ、適切な保有額の基準を算定できるようにする観点から、有識者会議「最終報告」

で示された５年間と定めていることに合わせたものである。 

 

⑵ 第１項（ただし書）及び第２項について（ただし書の適用を受ける場合） 

基準額の算定は、当該信託事務年度前の５年間における各信託事務年度の費用の額を基

礎とすることを原則とするものの、毎年、事務の規模を拡大している場合など、公益信託

の公益信託事務の規模を表す指標として直近の費用の額がより適切である場合も想定さ

れることから、公益信託の受託者においてその事情を明示した上で、当該信託事務年度又

は前信託事務年度の費用の額を算定の基礎とすることも可能とするものである。その場合

には、透明性を確保する観点から、使途不特定財産について公益信託の受託者が作成・備

付けをしなければならない文書（法第２０条第２項第４号に基づく内閣府令）に、合理的

理由についても記載を求めることとする。当該文書は、行政庁に提出することとしており

（第Ｎ＋１条第２号第５号）、行政庁において一元的に公表されることとなる。 
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（公益信託事務継続予備財産の要件） 

第Ｍ＋２条 法第十七条第二項に規定する内閣府令で定める要件は、次に掲げるものと

する。 

一 当該公益信託の事務内容、信託財産及び収支の状況、災害その他の予見し難い事

由の発生により想定される公益信託事務の継続が困難となる事態、当該事由が発生

した場合においても公益信託事務を継続的に行うための平時の取組の状況その他の

事情に鑑み、当該事由が発生した場合においても公益信託事務を継続的に行うため

の資金を保有する必要性があること。 

二 前号に規定する必要性に基づき、同号に規定する事由が発生した場合においても

公益信託事務を継続的に行うために必要な同号に規定する資金の限度額が算定され

ていること。 

三 その合計額が、前号に規定する限度額又は当該信託事務年度の資産の額から次条

第二項第一号及び第二号に掲げる額の合計額を控除して得た額のいずれか小さい方

の額を超えないものであること。 

１．本条の概要 

本条は、公益信託の受託者が、当該公益信託の信託財産において公益信託事務継続予備

財産（以下「予備財産」という。）を保有しようとする場合に、当該財産が満たさなければ

ならない要件について定めたものである。 

 

２．各条項の説明 

公益信託の信託財産であって、使途不特定財産とされるもののうち、災害等の予見し難

い事由においても公益信託事務を継続するために必要となる財産（予備財産）を保有制限

の対象から除外することとした。公益信託の受託者は予備財産を保有する合理的な理由と

その額等を公表する必要があり、その内容に合理性が認められない場合は、当該予備財産

の保有は認められず、使途不特定財産の額が保有上限を超える場合には監督上の措置が講

じられることとなる。 

 

⑴  第 1号について 

第一に、公益信託の事務内容や状況等は千差万別であり、予備財産を保有する必要性も

多種多様である。予備財産は、公益信託の多種多様な事情に鑑みて災害等の予見し難い事

由が発生した場合においても公益信託事務を継続的に行うために必要な財産であること

から、当該事情を踏まえた必要性を伴うことを要件として規定する。多種多様な事情の例

として、当該公益信託の事務内容、信託財産及び収支の状況、災害その他の予見し難い事

由の発生により想定される公益信託事務の継続が困難となる事態、当該事由が発生した場

合においても公益信託事務を継続的に行うための平時の取組の状況を挙げている。 

公益信託の事務内容としては、美術品を保管・管理する事務、住居を提供する事務、助
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成事業など、様々な事業類型があり、その事業内容に応じて様々なリスクがあると考えら

れる。 

信託財産及び収支の状況として、例えば、信託財産の内容や所在地、収入の殆どを事業

収入や特定の保有株式からの配当収入が占める、支出の多くが固定費であるなど、公益信

託の実態に応じた事情が想定される。 

災害等の予見し難い事由としては、暴風、豪雨、洪水、地震、津波、噴火等の自然災害

のほか、原子力事故等の大規模事故、感染症のまん延、紛争、国際的な情勢の変化等に伴

う公益信託事務を取り巻く環境の変化などが一般的に想定される。自然災害に関しては自

治体等の出しているハザードマップなど、感染症や国際情勢などについては、各種公的機

関・研究機関の出している報告書や諸外国における実例などが参考になる。網羅的な想定

や公的機関の刊行物等の根拠は必ずしも必要ないが、漠然とした不安や荒唐無稽な想定は

認められない。 

災害その他の予見し難い事由の発生により想定される公益信託事務の継続が困難とな

る事態としては、例えば、公益信託事務の継続に不可欠な施設等が、地震等の自然災害で

倒壊する事態や、感染症がまん延し、大人数を集めたイベントの開催の自粛要請が発令さ

れた場合に、公益信託事務の処理を停止せざるを得なくなり、収入の減少、固定費の支出

から事業を継続するための財政的基盤を失う事態が想定される。 

平時の取組として、例えば、自然災害を想定するなら防災の取組み、パンデミック等を

想定した投資や保険、緊急時における事業継続のための取組などが考えられる。なお、平

時の取組にはコストがかかるものであり、信託財産の財務内容や予備財産の額に応じて、

過度な負担とならない範囲で実施していれば足りる。 

ここで挙げているのは例示であり、こうした要素により、法人が、社会通念に照らして

合理的な必要性を説明できることが予備財産保有の１つの要件となる。なお、第一号に基

づく公益信託の受託者による説明内容は、第二号の限度額の算定の前提となることから、

説明内容のイメージについては⑵において記載する。 

 

⑵ 第２号について 

第二に、（１）で記載した災害等の予見し難い事由における公益信託事務継続のための

資金の必要性に基づき、当該事務を継続するために必要となる限度の金額が具体的に算定

されている必要があることとする。なお、予備財産の要件でありながら同財産自体の額で

はなく限度額としているのは、限度額については必要性に基づく説明が可能である一方、

予備財産の額は、限度額と公益目的事業会計に属する「使途が特定されていない財産」額

から算定されるものであり（詳細は（３））、法人に説明を求める対象としては前者の方が

相応しいためである。 

法人の説明内容のイメージは、以下のとおり。 
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公益法人の事業

内容 

資産及び収支の

状況 

災害その他の予

見し難い事由の

発生により想定

される公益目的

事業の継続が困

難となる事態 

当該事由が発生

した場合におい

ても公益目的事

業を継続的に行

うための平時の

取組の状況 

公益目的事業を

継続的に行うた

めに必要な限度

額 

研究事業（公益

目的事業） 

高額な機器を使

用 

研究事業の継続

に不可欠な高額

な研究機器が、

地震等により破

損する事態 

緊急時において

も研究機器の調

達を行える調達

先を確保（例え

ば、首都直下地

震を想定してい

る場合は、首都

圏外の調達先を

探す。） 

左記の調達先か

らの機器の再調

達価格分を限度

額として算定 

演奏会事業（公

益目的事業） 

演奏会事業停止

時における人件

費等の固定費の

発生 

感染症のまん延

により、演奏会

事業を停止せざ

るを得なくな

り、収入の減少、

人件費等の固定

費の支出から当

該事業を継続す

るための財政的

基盤を失う事態 

事業停止時の縮

小体制計画を作

成 

左記の体制下

で、一定期間最

低限の事業活動

を維持するため

の固定費分を算

定 

 

なお、限度額の算定は、社会通念に照らして不合理ではない範囲で説明されていればよ

いものとし、厳格な積算等は求めない。特に、災害等の予見し難い事由の継続期間や規模

の大きさ等を独自に想定し、説明することは困難である ところ、公的機関等における各

種検討・研究内容を踏まえた想定事案、過去に発生した類似の事例などが参照され、明ら

かに不合理ではない場合には、これらについては、合理的な説明があるものとする。 

当該限度額について、法人の平時の取組で容易に抑制できる場合には、そうした取組を

前提とした額が、「公益目的事業を継続するために必要となる限度の金額」となる。他方、

普段からの取組にはコストがかかるものであり、当該取組を一律に求めることは、公益法

人の安定的な事業継続を促進するとの制度趣旨に反することにもなりかねない。このため、

限度額が法人の事業規模や資産及び収支の状況等を踏まえ、大きなものとなる場合には、
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当該限度額の合理性を示す根拠として BCMについて説明を求めることとする。 

 

⑶ 第３号について 

第三に、予備財産の額が、（２）で記載した限度額を超えないことが必要である。予備財

産は受託者がその保有理由の合理性を説明した分まで保有されるものであり、その説明さ

れた分を超過した予備財産の保有は、当然認められない。 

また、予備財産は法律上、使途が特定されていない財産であり、予備財産を保有する場合

は、予備財産額が、保有する全ての使途が特定されていない財産の額を超えないことを要

件として規定する。  
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（使途不特定財産額） 

第Ｍ＋３条 法第十七条第二項の内閣府令で定めるものの価額の合計額の算定について

は、この条に定めるところによる。 

２ 公益信託の各信託事務年度の使途不特定財産額は、当該信託事務年度の資産の額か

ら次に掲げる額の合計額を控除して得た額とする。 

一 負債の額 

二 控除対象財産の帳簿価額の合計額から対応負債の額を控除して得た額 

三 公益信託事務継続予備財産の額 

３ 前項第二号に規定する「控除対象財産」は、公益信託の当該信託事務年度の末日に

おける信託財産のうち次に掲げるいずれかの財産（引当金（【内閣府令・法務省令

（Ｐ）】に規定する引当金をいう。以下この条において同じ。）に係る支出に充てるた

めに保有する資金を除く。）であるものをいう。 

一 継続して公益信託事務の実施に供する信託財産 

二 公益充実資金 

三 寄附その他これに類する行為によって受け入れた財産であって、当該財産を交付

した者の定めた使途に充てるために保有している資金（当該資金から生じた果実を

除く。以下「指定寄附資金」という。） 

４ 指定寄附資金は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める事項につ

いて、備置き及び閲覧等の措置が講じられているものでなければならない。 

一 当該財産が広く一般に募集されたものである場合 次に掲げる事項 

イ 広く一般に募集されたものである旨 

ロ 募集の期間 

ハ 受け入れた財産の額（当該財産が金銭以外のものである場合にあっては、当該

財産の受け入れた時における価額。以下この項において同じ。）の合計額 

ニ 募集の方法 

ホ 募集に係る財産の使途として定めた内容 

ヘ ハの財産のうちに金銭以外のものがある場合には、当該金銭以外の財産（その

額が重要でないものを除く。次号ホにおいて同じ。）の内容 

二 前号以外の場合 次に掲げる事項 

イ 当該財産を交付した者の個人又は法人その他の団体の別（当該者が国若しくは

地方公共団体又はこれらの機関である場合にあっては、これらの者の名称） 

ロ 当該財産を受け入れることとなった日（当該財産が寄附により受け入れたもの

である場合にあっては、当該財産を受け入れた日） 

ハ 受け入れた財産の額の合計額 

ニ 当該財産を交付した者の定めた使途の内容 

ホ ハの財産のうちに金銭以外のものがある場合には、当該金銭以外の財産の内容 
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５ 指定寄附資金は、次に掲げる要件の全てを満たすものでなければならない。 

一 当該資金の目的である活動を行うことが見込まれること。 

二 他の資金と明確に区分して管理されていること。 

三 当該資金の目的である支出に充てる場合を除くほか、取り崩すことができないも

のであること又は当該場合以外の取崩しについて特別の手続が定められているこ

と。 

６ 第二項第二号に規定する「対応負債の額」は、次に掲げる額の合計額をいう。 

一 各控除対象財産に対応する負債の額の合計額 

二 控除対象財産の帳簿価額の合計額から前号の額及び指定純資産の額（控除対象財

産に係るものに限る。以下この条において同じ。）を控除して得た額に次のイの額

のイ及びロの額の合計額に対する割合を乗じて得た額 

イ 負債の額から引当金勘定の金額及び各資産に対応する負債の額の合計額を控除

して得た額 

ロ 総資産の額から負債の額及び指定純資産の額の合計額を控除して得た額 

７ 前項の規定にかかわらず、公益信託の受託者は、前項の対応負債の額を控除対象財

産の帳簿価額の合計額から指定純資産の額を控除して得た額に、第一号の額の同号及

び第二号の額の合計額に対する割合を乗じて得た額とすることができる。 

一 負債の額から引当金勘定の金額を控除して得た額 

二 総資産の額から負債の額及び指定純資産の額の合計額を控除して得た額 
１．本条の概要 

本条は、公益法人認定法の規律を参考に、使途不特定財産に含めない財産（控除対象財

産）を規定し、使途不特定財産額の算定方法を定めている。 

 

２．各条項の説明 

⑴ 公益法人における控除対象財産 

公益法人における保有制限の対象となる使途不特定財産額は、公益目的事業又はこれを

行うために必要な収益事業等その他の業務若しくは活動のために現に使用されておらず、

かつ、引き続きこれらのために使用されることが見込まれない財産（以下「使途が特定さ

れていない財産」という。）のうち「予備財産」を除いた財産の額と定義されている（認定

法第 16条）。なお、予備財産の要件において、予備財産額は、公益目的事業会計上の使途

が特定されていない財産の額（区分経理をしていない法人の場合は、保有する全ての使途

が特定されていない財産の額）を超えないものであることとしているため、本項で規定す

る控除後の額がマイナスとなることはない。 

また、「引当金」については、負債の額（第 2 項第 1 号）としてその全部が控除される

ことから、公益法人の場合と同様、控除対象財産には含めないこととしている。 

公益法人認定法施行規則第 36 条では、公益法人の毎事業年度の末日における使途不特
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定財産額の具体的な算定方法を規定しており、公益法人が保有する財産のうち、現に使用

され又は具体的に使用が見込まれている財産を控除対象財産として以下を列挙している。

１号財産：公益目的保有財産（継続して公益目的事業のために使用する固定資産） 

２号財産：法人活動保有財産（公益目的事業を行うために必要な収益事業等その他の業務

又は活動の用に継続して使用する財産） 

３号財産：公益充実資金 

４号財産：資産取得資金（法人活動保有財産の取得又は改良に充てるために保有する資金） 

５号財産：特定費用準備資金 

６号財産：指定寄附資金（寄附等によって受け入れた財産で交付者の定めた使途に充てる

ために保有する資金（当該資金から生じた果実を除く）） 

 

⑵ 第２項について（予備財産を保有する場合の使途不特定財産額の算定方法） 

法第 17 条第２項は、保有制限の対象となる使途不特定財産額の算定において、使途が

特定されていない財産のうち「予備財産」を除いた財産の額を使途不特定財産額としてい

ることを踏まえ算定方法を規定する。なお、予備財産の要件において、予備財産額は、保

有する全ての使途が特定されていない財産の額を超えないものであることとしているた

め、本項で規定する控除後の額がマイナスとなることはない。 

 

⑶ 第３項について（控除対象財産） 

公益法人認定法施行規則では、控除対象財産を第１号から第６号まで列挙しているが、

公益信託については、公益事務を行うことのみを目的とし、収益事業等を行わないことな

どから、公益法人の控除対象財産の全てを規定する必要はない。公益信託の控除対象財産

については以下となる。 

 

【公益目的保有財産】 

継続して公益信託事務の実施に供する信託財産（公益目的保有財産）は、控除対象財産

とする。当該財産は、特定の公益信託事務のために継続的に使用されているもの（断続的

であっても、長期間継続して使用している場合は継続的に使用しているものとする。また、

その果実を継続的に公益目的事業の財源に充てることを目的として保有し、その果実によ

って公益信託事務の費用が賄われているものは使用されているとする。）。固定資産（土地・

建物等の実物資産のほか、運用目的の有価証券も含む。）が該当する。 

当該財産から派生して取得した果実（配当金等の金銭）は、継続して使用する性質のも

のではないため、本号の対象外であるが、それを原資に公益信託事務に継続的に使用する

財産を取得したり、公益充実資金（３号財産）とすることで控除対象財産とすることが可

能となる。 

長期に渡って使用されていない財産や使用見込みのない財産（果実が公益信託事務とし
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て使用されていないような財産を含む。）は、「継続して公益信託事務の実施に供する信託

財産」とは言えない。 

※  公益法人については、財務規律の多くで公益目的事業とそれ以外の費用を分ける必

要があること、公益目的事業のために使用・処分しなければならない財産（公益目的

事業財産。認定取消等の場合に、贈与が必要な財産となる。）を明確にする必要があ

る等の事情から、「公益目的保有財産」と「法人活動保有財産」が分けられているが、

そうした必要性のない公益信託においては、管理事務を含む「公益信託事務」の実施

に供する財産を対象としている。 

 

【公益充実資金】 

公益充実資金は、将来の特定の公益充実活動等に係る費用等の支出に充てるために必要

な資金であり、控除対象財産の対象とする。「必要な資金」というためには、当該公益充

実活動等が実施される見込み（蓋然性）があることが求められるところ、公益充実活動等

のために使用されることが見込まれる財産と整理できる。 

※  収益事業等を実施することが可能な公益法人においては、公益目的事業以外の活動

等のために、「資産取得資金」及び「特定費用準備資金」の制度が準備されているが、

公益事務の実施のみを目的（収益事務等を実施しない）とし、公益充実活動等に信託

の管理のための活動も含まれる公益信託においては、両制度は存在しない。 

 

【指定寄附資金】 

寄附者等による使途の定めに従って保有する資金（金銭、預金、有価証券等を含む金融

資産）は、寄附者等による使途の定めに従い、公益信託事務を処理するために費消される

べく待機しているものであり、これらの使途に現に使用されている財産ではないが、使用

されることが見込まれる財産であることから、控除対象財産に該当する。なお、財産自体

を費消するのではなく、当該財産を継続的に運用しその果実を事業の財源として使用する

場合の当該財産は、公益目的保有財産（１号財産）として整理される。 

控除対象の指定寄附資金として整理するためには、当該資金の目的である活動を行うこ

とが見込まれる必要があり、活動が見込まれない場合や、活動のために必要とされる以上

の財産は、「指定寄附資金」とは言えない。なお、公益法人においては、計算書類に指定寄

附資金の発生年度別残高及び使用見込みを開示することとされており、当該資金が長期間

使用されていないような場合に行政庁が説明を求めることも想定されている。公益信託に

おいける財務情報の開示の在り方等について、更に検討を進めることを予定している。 

なお、当該財産から生じた果実については、寄附等により受け入れた財産そのものでな

いため、指定寄附資金の範囲から除外することとする。 
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⑷ 第４項について（寄附等によって受け入れた財産の備置き及び閲覧） 

寄附者に対する説明責任を果たし、公益信託の透明性を確保するため、第４項各号に定

める事項について備置き及び閲覧等の措置を講じる必要がある。当該事項を記載した書類

は、行政庁に提出することとしており、行政庁において一元的に公表されることとなる。 

 

⑸ 第５項について（指定寄附資金の要件） 

公益法人の指定寄附資金（第６号財産）の場合と同様、① 当該資金の目的である活動

を行うことが見込まれること、②他の資金と明確に区分して管理されていること、③取崩

しについて特別な手続きが定められていることを要件としている。 

 

⑹ 第６項及び第７項について（対応負債の額） 

使途不特定財産額の算定上、負債が二重で減算されることがないよう、控除対象財産の

額から控除対象財産に対応する負債の額を控除した後の額を総資産額から控除する必要

がある。控除対象財産に対応する負債の額は、具体的には、以下のア又はイの計算式で算

定される。 

ア 個別対応方式（第６項） 

控除対象財産と個別の対応関係が明らかな負債をまず特定する。控除対象財産から、

負債との個別の対応関係が明らかな額と指定純資産から充当される額とを控除した財

産額の中には、資産の各科目との対応関係が明らかでない負債に係るものが含まれうる

が、これを資産の各科目との対応関係が明らかでない負債の額と一般純資産額との割合

に基づいて算出する。 

すなわち、対応負債額は 

Ａ各控除対象財産と個別対応する負債額＋

�控除対象財産額－Ａ－指定純資産額�
× Ｂ（負債額－引当金の額－各資産に対応する負債の合計額）

（Ｂ＋一般純資産額）
 

となる。 

イ 簡便方式（第７項）  

控除対象財産より、指定純資産から充当される額を控除した財産額の中には負債に係

るものが含まれうるが、これを負債の額と一般純資産額との割合に基づいて算出する。  

すなわち、対応負債額は 

（控除対象財産額－指定純資産額） × Ａ（負債額－引当金の額）

（Ａ＋一般純資産額）
 

となる。 
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（公益信託事務継続予備財産を保有している場合の公表事項等） 

第Ｍ＋４条 法第十七条第三項に規定する内閣府令で定める事項は、第М＋２条第二号

に規定する限度額及びその算定根拠とする。 

２ 法第十七条第三項の規定により公表する公益信託事務継続予備財産を保有する理由

は、第М＋２条各号に掲げる要件に適合することを説明するものでなければならない。 

３ 法第十七条第三項の公表は、インターネットの利用その他の適切な方法により行う

ものとする。 

１．本条の概要 

公益信託継続予備財産については、一律にその保有目的や上限額等を定めることとして

おらず、合理的に説明できる額の財産を保有できることとしているところ、受託者は、予

備財産の必要性について、継続的に説明責任を全うすることが特に求められる。このため、

予備財産の透明性を確保し、社会的監視機能を高める観点から、法律上予備財産保有の理

由等について、閲覧に応じるだけに留まらず、受託者自身が公表しなければならないこと

としている。 

本条においては、法律で規定する予備財産保有理由及びその額以外の公表事項（第１項）、

公表方法等（第２項及び第３項）について規定することとする。 

 

２．各条項の説明 

⑴ 第１項及び第２項について 

予備財産の透明性を確保し、説明責任を全うする観点からは、予備財産について、要件

に適合していることについて確認するに足る情報の開示を求める必要がある。 

この点、資金保有の必要性（第М＋２条第１号）等については、予備財産を保有する理

由に含まれると考えられるところ、理由の記載内容として、第М＋２条各号に掲げる要件

に適合することを説明するものでなければならない（第２項）としたうえで、予備財産保

有理由及びその額以外の公表事項としては、予備財産の限度額及びその算定根拠を規定す

ることとする。 

これにより、行政庁を含むステークホルダーは、第М＋２条第１号適合性（予備財産の

必要性）について、予備財産を保有する理由が、財務諸表に示された法人の資産や収支の

状況、事業報告等に示された事業内容等に照らして合理的であるか、確認できることにな

ると考えられる。 

また、予備財産の限度額及びその算定根拠を開示させることにより、第М＋２条第２号

適合性（第１号の必要性に基づく限度額の算定）について、適切に確認ができることにな

ると考えられる。 

予備財産の額が、第М＋２条第３号適合性（限度額及び使途が不特定の財産（予備財産

を控除する前の使途が不特定の財産）の額を超えないことについては、予備財産の額、限

度額、及び使途が不特定の財産の額が明らかであれば明白である。このうち、使途が不特
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定の財産の額については、「使途不特定財産に関する数値及びその計算の明細（第Ｎ＋１

条第５号）として開示を求めることを想定している。 

 

⑵ 第３項について 

第３項は、公表方法について、インターネットの利用その他の適切な方法によるものと

して定めている。予備財産の保有に係る透明性を確保するとの制度の趣旨を踏まえ、公表

については、ホームページへの掲載など国民が手軽にアクセスできる形で行われることが

望ましいため、インターネット等の適切な方法で公表を行うことを規定する。なお、具体

的な公表時期としては、決算の手続が終了しないと予備財産額も確定できないことを踏ま

え、公益信託の決算書類の作成・備置等の期限が毎信託事務年度経過後３月以内（法第２

０条第２項）とされていることと併せ、毎信託事務年度の経過後３月以内を想定している

が、法律上「翌信託事務年度開始後速やかに」と既に規定しており、その詳細な内容につ

いては、ガイドラインで規定することとする。 
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